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１ 計画準備 

(1) 事業目的 

国が 2050 年脱炭素社会の実現を目指しているところ、SDGs を推進する西条市として、「脱炭素

先行地域」に選定されることを一つの目標に、脱炭素の取組を推進する方針である。 

そこで、本業務では脱炭素社会の実現に向けて、西条市の再生可能エネルギーの導入ポテンシ

ャルや将来のエネルギー消費量等を踏まえた導入目標を作成し、その目標の実現や地域課題の

解決にも寄与する具体的施策等を検討することを目的とする。 

なお、本業務は、令和３年度（補正予算）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭

素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）のうち、地域再エネ導入戦

略策定支援事業（第１号事業の１）を活用して実施された。 

 

(2) 実施内容 

本業務の業務内容は、以下に示す通り(表 1)。 

 

表 1 実施内容 

番号 業務項目 業務内容 

１ 計画準備 業務実施に際し必要な計画及び準備等を行い、業務計画

書を作成する。 

２ 再生可能エネルギー及

び温室効果ガス排出に

係る基礎情報の収集及

び現状分析 

再生可能エネルギー導入目標設定に必要となる、再生可

能エネルギー導入状況及び導入ポテンシャルの現状分析

のほか、自然的課題、経済的課題、社会的課題について

調査し整理する。 

2-ア 地域概況調査 市内の再生可能エネルギーの導入状況及び各部門の温室

効果ガス排出状況を調査する。加えて、地勢・気候・土

地利用等の自然的課題、産業構造・経済動向等の経済的

課題、人口・年齢構成等の社会的課題について調査す

る。 

2-イ 再生可能エネルギー導

入ポテンシャル調査 

最大限導入可能な再生可能エネルギー導入ポテンシャル

について調査する。調査に当たっては、環境省「再生可

能エネルギー情報提供システム REPOS」等の公表されて

いる最新データを活用し、必要に応じて関係機関等に聴

き取りを行う等、実態に即した算定を行う。 

2-ウ 再生可能エネルギー技

術の動向調査 

西条市で導入可能な再生可能エネルギー技術について、

中期目標として 2030 年度までの導入に用いる既存技術

と、長期目標として 2050 年までに実装が期待される革

新的技術の動向調査を行う。 

2-エ データの整理 データは各情報を地図データに落とし込んで整理すると

ともに、地域毎のエネルギー需給バランスを整理し、目

標設定の基礎資料とする。 

３ 将来の温室効果ガス排

出量に関する推計 

本市の将来の温室効果ガス排出量として、中期目標の

2030 年度及び長期目標の 2050 年における温室効果ガス

の将来排出量を推計する。推計に当たっては、本市の実

情を踏まえた人口予測や経済予測、気候変動等を反映し

た部門ごとの推計を行うものとし、追加的措置を行わな

い現状趨勢ケースである「BAUシナリオ」及び2050年カ
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ーボンニュートラルを目指す「脱炭素シナリオ」の２通

りとする。なお、森林吸収量についても現況推計及び将

来推計を行うこととする。 

４ 将来ビジョン・脱炭素

シナリオの作成 

長期目標の 2050 年において脱炭素が実現した社会の姿

である将来ビジョンを示し、その実現に向けた脱炭素シ

ナリオを作成する。 

５ 再生可能エネルギー導

入目標の設定 

再生可能エネルギー導入目標は、国の地球温暖化対策計

画及びエネルギー基本計画の見直し状況等を踏まえ、 

2030 年度までの中期目標と 2050 年までの長期目標を設

定する。環境省「再生可能エネルギー情報提供システム

REPOS」等で得られない本市特有の再エネポテンシャル

と考えられる地下水や森林資源等を活用した再生可能エ

ネルギーについても検討すること。 

なお、目標値の設定に当たっては、太陽光発電の軽量化

やビル壁面等への設置の促進等、技術革新を期待した意

欲的な目標値も検討すること。また、地域再生可能エネ

ルギーを最大限導入しても目標とする導入量を実現する

ことが困難な場合は、他地域との連携により、再生可能

エネルギーを調達する方策及びその課題を整理する。 

６ カーボンニュートラル

を実現するための取組

の検討 

カーボンニュートラルを実現するために必要な施策及び

指標の検討並びに重要な施策に関する構想を策定する。

なお、施策ごとのロードマップについても作成するこ

と。 

６－

ア 

脱炭素化に向けた施策

の検討 

２で整理した再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査

結果と、再生可能エネルギー技術の動向調査結果を活用

し、地域の特性、実情 、地域脱炭素ロードマップ（令

和 3 年 6 月 9 日国・地方脱炭素実現会議決定）を踏ま

え、最大限の再生可能エネルギー導入を図るための施策

を検討する。 

また、導入可能性の高い施策について、先進的事例を調

査し、導入時の経緯や問題点、導入後の効果や課題、排

出量削減以外の効果等を整理する。 

６－

イ 

指標の検討 本市の再生可能エネルギー導入状況を把握するための指

標について検討する。検討に当たっては、その根拠とな

る数値が、国等の公表値であり、かつ定期的（例えば、

年 1 回以上の頻度）に公表されるものを設定するよう努

める。また、指標値の算定に当たり、根拠資料の入手方

法及び算定方法を提示すること。 

６－

ウ 

重要な施策に関する構

想の策定 

本市の再生可能エネルギー最大限導入に係る重要施策を

考案し、どのように展開するか、その構想を策定する。

構想策定に当たっては、「エネルギーの地産地消」や

「地域循環共生圏」を見据えた脱炭素型事業モデルを視

野に入れて検討を行い、実現可能な再生可能エネルギー

事業を創出する。また、他自治体等における先進事例を

調査するとともに、国や県の補助事業に関する情報を収

集整理する。 

７ 検討会の開催支援 業務項目２～６の調査・検討に当たり、学識経験者や関

係団体等を構成員とする検討会を設置し、内容を審議・

検討することとしており、同検討会の開催支援を行う。

（検討会は、２回開催予定） 
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８ 打合せ協議 打合せは、業務着手時、中間打合せ（５回）及び成果物

納入時のほか、必要に応じて適宜実施する。 

 

(3) 事業実施体制 

本業務の実施体制は、次に示す体制に基づき実施した(図 1 本業務の実施体制)。 

 

 

図 1 本業務の実施体制 

(4) 事業スケジュール 

本業務の実施スケジュールは、次に示す作業計画表に基づき実施した(図 2)。 

 

 

図 2 事業実施スケジュール 

  

企業体代表
業務全体指示

カーボンフリー
コンサルティング株式会社

再生可能エネルギーの地域循環モデル
の検討支援

デジタルグリッド株式会社

再エネ導入・
スキーム構築

一般社団法人
日本再生可能エネルギー

地域資源開発機構

地域自然課題・
地域資源エネルギー調査

特定非営利活動法人
西条自然学校

技術的知見の
提供

西条市地域再エネ導入戦略策定支援業務共同企業体

CFC RDO
西条

自然学校

DG

（CFCの外注先）
8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

（１）計画準備 ア ◎ 〇

（２）再生可能エネ及びGHGに関する基礎情報の収集及び現状分析 イ

　　ア地域概況調査 　　①

 (ア)再エネ導入及び部門別GHG排出状況の調査 ・ 〇 ◎

 (イ) 概要調査(自然的課題、経済的課題、社会的課題調査) ・ 〇 ◎

イ　再エネポテンシャル調査 ② ◎ 〇

ウ　再エネ技術の動向調査 ③ ◎

エ　データの整理 ④ ◎ 〇

（３）将来のGHG排出量に関する推計 ウ 〇 ◎

（４）将来ビジョン・脱炭素シナリオ作成 エ 〇 ◎

（５）再エネ導入目標の設定 オ ◎ 〇

（６）カーボンニュートラルを実現するための取組検討 カ

　　ア脱炭素化に向けた施策の検討 　　① ◎ 〇

　　イ指標の検討 　　② 〇 ◎

　　ウ重要な施策に関する構想の策定 　　③ ◎ 〇

（７）検討会の開催支援 キ ◎

（３）その他の提案 ◎ 〇

（８）報告書の作成 ◎ 〇 〇

（９）打ち合わせ協議（５回） ◎ ◎ 着手時 1 1 1 1 1 納入時

事業内容(仕様書の番号表記)
事業内容

(提案書の番号表記)

担当企業名 2022年 2023年
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２ 再生可能エネルギー及び温室効果ガス排出に係る基礎情報の収集及び現状分析 

再生可能エネルギー導入目標設定に向けて、地域内の温室効果ガスの排出状況や再生可能エネルギ

ーの導入状況及び導入ポテンシャルについて現状分析を行うとともに、地域の自然・経済・社会的

課題について調査し整理を実施した。調査分析を通じて、西条市で導入可能な再生可能エネルギー

技術について絞り込みを行うとともに、中期目標として2030年度までの導入に用いる既存技術と、

長期目標として 2050 年度までに実装が期待される革新的技術の動向調査も併せて実施した。 

 

(1) 地域概況調査 

地域概況調査では、市内における温室効果ガス排出状況並びにその要因について分析を行い、西条市

としてのカーボンニュートラル実現に向けた基本的な方向性を抽出した。加えて、市内における再生

可能エネルギーの導入状況について調査を行うとともに、今後の再エネ導入可能性について分析を行

うために市内における自然・経済・社会的課題に関する現状分析を実施した。 

 

① 市内の再エネ導入状況及び各部門の温室効果ガス排出状況調査 

(ア)温室効果ガス排出状況 

a 温室効果ガス排出状況の推移 

西条市の第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7 年度）」は、行政

事務・事業より排出される温室効果ガス総排出量に関する数量的な削減目標及び削減措置を定め

たものである（いわゆる地方公共団体実行計画の「事務事業編」）。現在策定されている計画は、

区域の温室効果ガス（GHG）の排出量削減等を推進する「区域施策編」ではない。したがって、

市内の GHG 排出削減目標はまだ設定されていない。 

ちなみに「事務事業編」では 2013 年度から 2025 年度までに GHG 排出量を 32%削減する目標とし

ており、その 4割程度はごみ減量による効果が想定されている（図 3）。 

 

 

図 3 西条市の地方公共団体実行計画「事務事業編」における温室効果ガス削減目標1 

                             
1 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5年計画（令和３～７年度）」より 
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市内において発生している GHG 排出量は、環境省「自治体排出量カルテ」によると西条市の 2019

年度（令和元年度）の温室効果ガス（GHG）排出量は2,219千 t-CO2排出されている。そのうち業

務その他部門と家庭部門はそれぞれ 100 千 t-CO2（全体の 4.5%）、118 千 t-CO2（同 5.3%）、合わ

せて 218 千 t-CO2（同 9.8%）である（図 4）。 

環境省の脱炭素先行地域の選定要件において、「2030 年度までに、脱炭素先行地域内の民生部門

（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う CO2 排出の実質ゼロを実現すること」とある

ため、本事業においても排出削減対象とするのは両分野とすることが適当と考えられる。ただし、

産業部門における温室効果ガス（GHG）排出量は1,730千 t-CO2と大部分を占めることから、その

削減方法についても検討を行っている。 

 

 

図 4 西条市の部門・分野別の温室効果ガス（GHG）排出量の経年変化2 

 

b エネルギー消費量の内訳 

GHG 排出の要因となっているエネルギー消費の内訳については、東北大学大学院工学研究科・

中田俊彦研究室が作成した地域エネルギー需給データベースが詳しい。このデータベースでは、

公開情報を基に日本の 1741 自治体毎のエネルギーフロー図を公開している。西条市のエネル

ギーフロー図を示す（図 5）3。 

                             
2 環境省「自治体排出量カルテ」より 
3 東北大学大学院工学研究科 中田俊彦研究室 地域エネルギー需給データベース より 
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図 5 西条市のエネルギーフロー図 
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図 5 では、左からエネルギーのインプット～アウトプットという流れで、どのようなエネルギ

ー資源がどの程度消費されているのか、が整理されている。 

現在、地域が域外から輸入しているエネルギー資源の 99%は、石炭・石油製品等の化石燃料資

源である（約 16,225TJ）。うち、一部が電力へと転換された後に、最終部門で利用されている

（総エネルギー消費量：11,635TJ）。その内訳は産業部門（6,581TJ）、家庭部門（1,307TJ）、

業務部門（1,160TJ）、運輸部門（2,587TJ）となっている。 

 

以上を踏まえつつ、西条市における脱炭素社会実現に向けた方向性を確認することを目的とし

て、部門別最終エネルギー消費の内訳について分析を行った。分析対象としたデータは、東北

大学が公開している地域エネルギー需給データベースを基に、西条市における最終エネルギー

消費の内訳をエネルギー消費区分（石炭、石油、天然ガス、電力、熱、再生可能エネルギー…

等）別に集計を行った（図 6）。集計結果を踏まえ、産業・業務・家庭・運輸の各部門別のエ

ネルギー消費の傾向について分析すると共に、脱炭素社会実現に向けた方向性について抽出し

た。 

 

 

図 6 西条市内における部門別エネルギー消費量の内訳4 

 

図 6 からわかるように、産業部門のエネルギー消費量のうち、過半（約 64%）を占めているの

は鉄鋼・非鉄金属製品製造業及び繊維工業の２部門である。鉄鋼・非鉄金属製品製造業におけ

るエネルギー消費の 53%は電力、対して繊維工業におけるエネルギー消費の過半は石炭・石炭

                             
4 東北大学大学院工学研究科 中田俊彦研究室 地域エネルギー需給データベースを基に作成 
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製品(54%)及び石油・石油製品(32%)となっている。産業部門においては、石炭・石油製品に代

わる代替エネルギーへの転換を図ると共に供給電力の脱炭素化即ち再生可能エネルギー利用量

の拡大を進めていくことが重要ということがわかる。 

 

次いで、業務部門におけるエネルギー消費量の傾向について分析を行った。業務部門の中では

卸売・小売業（23%）、医療・福祉業（18％）、宿泊・飲食サービス業（14％）の順にエネルギ

ーを多く消費している。但し、産業部門のように特定部門において多量に消費しているのでは

なく、様々な業種で似たような量のエネルギーが消費されている。また、エネルギー消費量の

利用内訳はほぼ同じような利用割合となっているのが特徴である。具体的には、エネルギー利

用の中心は電力がほぼ過半を占め、次いで、プロパンガス・石油ガス利用となっている（一部、

運輸・郵便業において石油製品が 60％超を占めているが、これは燃料消費と考えられる）。他

方、再生可能エネルギー・未活用エネルギーに関しては、グラフからもわかるように、ほとん

どの部門において利用されていない。したがって、業務部門における脱炭素化は、エネルギー

利用効率の改善を通じて省エネの実施と共に電力消費に占める再生可能エネルギー利用の割合

をいかに増やすかがポイントといえる（家庭部門に関しても、業務部門と同じ傾向）。 

 

最後に、運輸部門について。運輸部門は産業部門に次いで２番目に多くの GHG を地域内で排出

している。その要因は、石油製品（≒化石燃料）利用に伴う GHG 排出が約 100%を占めている。

運輸部門における脱炭素化は、エネルギー効率に優れる次世代自動車（EV、FCV，PHV･･･等）

への転換と、その電源の再生可能エネルギー化を図っていくことが肝要と言える。 

 

以上の分析をもとにここまでのまとめてとして西条市のカーボンニュートラルに向けた部門別

の打ち手の方向性を示す5（表 2）。 

 

表 2 西条市の部門別 カーボンニュートラルに向けた打ち手の方向性 

電力・熱部門 再生可能エネルギー・熱の最大限の導入 

産業部門 省エネ設備等の導入促進、再生可能エネルギー利用等の推進 

運輸部門 電気自動車（EV）や燃料電池車（FCV）等の普及と、その電源の

再エネ化 

業務部門 建築物の省エネや ZEB 化、再生可能エネルギー利用等の推進 

内、家庭部門 住居の省エネや ZEH 化、再生可能エネルギー利用等の推進 

 

  

                             
5 各部門に共通して求められる再生可能エネルギーに関しては、電力・熱部門としてくくる形でまとめ

た（参考：IEA Net Zero Scenario） 
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(イ)再エネ導入状況 

次に、現時点における西条市内における再エネ導入状況について公開データを基に整理を行った。

調査対象としたデータは環境省が公開している「自治体排出量カルテ」に基づき実施した。なお、

このデータにおける再エネ導入容量は固定価格買取制度で認定された設備のうち、買取を開始し

た設備の導入容量が記載されており、それ以外の再エネ設備による導入容量の値は含まれていな

い。自治体排出量カルテの公開データによると、2020 年時点で西条市における再生可能エネルギ

ー（再エネ）導入容量は約 165MW となっている。その内訳は、設備容量 50kW の小水力発電を除

き、すべて太陽光発電である（図 7）。太陽光発電の内訳は、設備容量 10kW 以上（約 147MW で全

体の 9 割弱）と、10kW 未満（約 18MW）の２つに大別される。そのうち 10kW 未満の太陽光発電は

3,850件（平均4.8kW）で、住宅用は2,874件（2020年度）6 である。住宅用太陽光発電に関して

は、市内の住宅総数 32,390 件7 の 9%弱とまだまだ多くの普及余地があるものと考えられる。ま

た、前述したように業務部門における再エネ利用がほとんど行われていないことなどを踏まえる

と、西条市内における屋根置き太陽光発電の導入ポテンシャルは大きいのではないかと推察され

る。 

 

 

図 7 西条市の再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化8 

 

 

② 自然・経済・社会的課題調査 

(ア)自然に関する課題 

a 概要 

西条市は愛媛県の東部に位置し、北側を瀬戸内海（燧灘）に面し、南側には西日本最高峰の石

鎚山（標高 1,982m）など標高 1,500m 以上の山々が連なる山岳地となっている。海岸から亜寒

帯の植生が存在する山地までが存在する稀な自然環境を有する。さらに海岸には四国では最も

広い干潟が存在する。 

市の総面積は 510.04 k ㎡で約 7 割を森林が占め、燧灘に面する約 3 割の平野部に農地や住宅

                             
6 「第２期西条市環境基本計画 中間報告 2022 年 3月」より 
7 西条市統計データ 2022 年度版[50.住宅の建て方、構造別住宅数]より 
8 環境省「自治体排出量カルテ」より 
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地が集積する。海岸部は干拓により農地や工業地帯となっている。 

 

b 気候 

年平均気温は 16℃前後、年平均降水量は過去 10 年の平均 1,600 ㎜程度で、瀬戸内海性の気

候区分に属する。山間部では年 3,000 ㎜を越える降雨があり、平野部の地下水の涵養に貢献し

ている。石鎚山頂付近では最寒月の平均気温が-6.4℃、最暖月の平均気温が 15.2℃と北海道東

部に匹敵する。 

 

c 地質 

市街地や農地のある平野部は大明神川、中山川、加茂川などによる堆積物による沖積平野であ

り、海岸部は近世の干拓、埋め立てによる。市西部の高縄半島の基部にあたる北西側は花崗岩

類、石鎚山系は山麓に和泉層群、山域の大部分は三波川変成岩類から成る（図 8）。 

石鎚山系の裾野には、東西に地質境界としての中央構造線が存在し、隣接して中央構造線断層

帯に属する、石鎚断層、岡村断層、川上断層が存在する。 

 

 

図 8 西条市地質図9 

 

d 地形 

花崗岩の分布する地域は風化したマサ土により、比較的なだらかな斜面となっている。山麓に

は扇状地が連続し、複合扇状地を形成している。山地から供給されるマサ土により、特に大明

神川では天井川となっている。 

三波川変成岩類の分布する石鎚山系は紀伊山地などとともに、全国的に急斜面の山域となる。

                             
9 地質図 NAVI を加工し作成 

花崗岩類

三波川変成岩類

堆積岩
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高縄山系同様、山麓には扇状地を形成しているが発達は悪い。山間部には地すべりにより形成

された地形も多い。 

 

e 河川 

石鎚山系及び高縄山系より瀬戸内海に流入する市内河川は、太平洋側に流下する河川に比べて、

流路が短く河川勾配が急である。幹川流路延長も太平洋に流下する河川に比べて短く最も長い

加茂川でも約 33 ㎞である(図 9)。 

 

図 9 西条市各河川の標高及び河口からの距離10 

 

河川流量は少なく、加茂川、中山川、大明神川では、表流水が河口に達しない、瀬切れ 

が多くなっており、加茂川では年間 200 日に達することもある(図 10)。 

                             
10 西条市資料より 
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図 10 加茂川表流水が河口まで到達しなかった日数11 

f 地下水 

地下水の存在は西条市の特徴の一つであり、中央構造線断層帯に属する複数の断層により、平

野部に地下水を貯める帯水層が存在し、西条平野には 8.1 ㎢、周桑平野には 8.2 ㎢の地下水

自噴地域が存在する。地下水の埋蔵量は、西条平野で最大 3 億 5,000 万㎥、周桑平野で最大 

3 億 7,000 万㎥と推定されている。また、山地から運ばれた土砂が山麓に扇状地を形成し、扇

状地の先端では多くの湧水が確認されている（図 11）。 

 

図 11 道前平野の地下水自噴地域12 

g 森林 

西条市の総面積（51,004ha）のうち、約 7 割（35,086ha）は森林域が占めている。この森林域

は、温暖な四国にありながら標高 2,000ｍに至るため、標高によって樹種が異なるという特徴

を有している。具体的には標高 1,000ｍ付近まではシイやカシに代表される照葉樹林体（暖温

帯林）が分布し、標高 1,000～1,700ｍ付近まではブナに代表される落葉広葉樹林帯（冷温帯

林）、それ以上の標高地には亜高山針葉樹林帯（亜寒帯林）が存在する。石鎚山山頂付近に存

                             
11 西条市環境政策課より 
12 西条市地下水保全管理計画（平成 29 年）より 
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在する亜高山針葉樹林帯は日本における南限である（図 12）。 

 

 

図 12 西条市の森林域特徴13 

 

明治以降の林業の発達により、現在、照葉樹林帯の大部分はスギ・ヒノキの人工林となってい

る。森林の所有形態では、国有林が 7,278ha、民有林が 27,808ha と民有林の割合が高く、民有

林の 7割が人工林である。 

 

h 西条市の自然環境に関する課題 

地形的な特性や気候変動、人為的な要因により、様々な課題が生じている（図 13）。 

まず、市内南部の石鎚山系は急峻な地形であり、地すべり危険個所が多く存在している。また、

高縄山系は花崗岩風化土壌により、豪雨による土砂流出の可能性が高い。豊富な地下水が貯え

られる一方で活断層の存在と、南海トラフ地震に伴う液状化、地盤沈下が懸念されている。 

 

・山間部は三波川変成岩帯からなる急峻な地形で、地すべり危険個所が多い。 

・石鎚山系の山麓に複数の活断層が存在。 

・加茂川、大明神川では下流部が天井川となり、洪水時に氾濫の恐れ。平常時は表流水が減少。 

・南海トラフ地震による平野部の沈降、液状化。 

・東部の海岸部では、地下水位の低下による地下水の塩水化が見られる。 

・西部の地下水は硝酸態窒素濃度が高まっている。 

 

                             
13 西条市資料より 
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図 13 西条市における自然環境的課題まとめ14 

 

  

                             
14 各種資料に基づき作成 
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(イ)経済・社会に関する課題 

a 人口 

住民基本台帳人口は、令和 3 年 3 月末日現在 107,503 人と、2010 年以降減少傾向が続いて

いる。国立社会保障・人口問題研究所が公表した推計値（図表中では、社人研推計と記載）に

よると、2025年時点で 10万人未満となり、2040年時点には約 83,000 人まで減少すると見込ま

れている。人口構成の内訳では、若年層並びに生産年齢人口が減少する一方で、老年人口が横

ばいで推移する見込みの典型的な少子高齢化型の人口構成となっている（図 14,図 15）。 

日本の多くの都市と同じように、人口減少・少子高齢化への対応が不可避となっている。 

 

図 14 西条市の将来推計人口15 

 

 

図 15 西条市における年齢三区分別の将来推計人口16 

 

b 農業 

                             
15 西条市総合計画後期基本計画令和 2年度～令和 6年度より引用 
16 西条市総合計画後期基本計画令和 2年度～令和 6年度より引用 
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西条市の総面積（51,004ha）のうち、約 12%（5,600ha）は耕地面積が占めている（令和 3 年面

積調査）。第 1 次産業のうち農業は、複合的な農業地帯であり、経営耕作地面積4,047ha（2020

年）は愛媛県内で最も広い。特に水田面積は 3,550 ヘクタールと、愛媛県内の 13.9％を占めて

いる。はだか麦、あたご柿、春の七草は全国トップクラスの生産量 であり、水稲、メロン、ホ

ウレンソウ、ねぎ、いちご、きゅうり、サトイモ、玉ねぎ、梅、バラなど多くの農産物の産地

となっている。畜産では採卵鶏、養豚が盛んである（図 16）。 

 

 

図 16 農業生産出荷額に占める品目別の生産割合17 

 

漁業では燧灘で漁獲される、エビ類、カニ類が多く、サワラ、イカ類などが続く。大明神川、

新川、加茂川、中山川河口では海苔養殖が行われている（平成３０年海面漁業生産統計調査）。 

 

c 工業 

昭和 39 年の「新産業都市」の指定や、昭和 48 年の黒瀬ダムの完成により沿岸部の工業化が進

み、半導体製造工場、鉄鋼・機械工場、電子機器製造工場や造船工場など約 2,500 事業所が立

地している。西条市全体の工業製造品等出荷額は 7,947 億円（2020 年度工業統計調査）である。 

 

d エネルギーに関する歴史的背景 

昭和55年、通産省工業技術院は将来のエネルギー利用対策として「サンシャイン計画」による

「大規模太陽光発電プラント」の建設を検討していた。愛媛県はこの誘致を国に働きかけ、建

設地として西条市沿岸部の 40,000 ㎡が指定された。 

新エネルギー総合開発機構（ＮＥＤＯ）から四国電力と電力中央研究所が共同受託し、太陽光

発電研究開発西条事業所が開設され、昭和 56 年西条太陽光試験発電所の建設に着手、昭和 61

年に 1,000kW の発電施設が完成した。 

                             
17 西条市農水振興課より 
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e 経済・社会環境に関する課題 

第 2期西条市総合計画 基本構想において、以下の項目が西条市を取り巻く時代の潮流として挙

げられており、西条市の課題として捉えることができる。 

 

１．人口の減少と進行する少子高齢化 

２．安全・安心への意識の高まり 

３．環境問題 

４．産業・雇用情勢の変化 

５．生きる力を育む教育の進展 

６．地域の自立と市民協働 

 

また、令和元年度に実施された西条市まちづくりに関する市民アンケートでは、西条市で生活

するにあたり、特に不安を感じる要因として、「人口減少による都市機能の低下」が最も多く、

「自然災害（地震など）の到来」の回答が多い結果となっている（図 17）。 

 

 

図 17 西条市まちづくりに関する市民アンケート18 

 

特に、自然災害については、豪雨による山間部の土砂災害、地すべり、河川の氾濫、活断層に

よる地震、南海トラフによる地震が想定され、対応が多岐にわたる。市民アンケートで「自然

災害」、「地下水」への関心が伺えるものの、その源となる山林への関心は低い。西条市の山林

は市の面積の約 7 割を占め、特に人工林の管理は地下水の涵養、土砂災害の防止に大きな影響

を与える。 

                             
18 西条市まちづくりに関する市民アンケート報告書（令和元年度）より引用 
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現在、市の「森林経営管理推進事業」により人工林の手入れが進められているが、戦後、大量

に植林されたスギ・ヒノキ林が手入れされないまま放置されている箇所が多く、大きな課題で

ある。（図 18） 

 

 

図 18 西条市の森林に関する課題19 

  

                             
19 各種資料を基に作成 
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(2) 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査 

本項では、太陽光発電、風力発電、中小水力発電、バイオマス発電、そして地中熱の５つの再生

可能エネルギー発電技術に関して、西条市内における導入ポテンシャルに関する調査を実施した。

調査にあたっては、公開されているデータ（自治体排出量カルテ、REPOS）の分析をベースとし

つつ、一部実地調査や聞き込み等を通じて西条市内における導入ポテンシャルの算定を行った。 

 

① 太陽光発電 

(ア)導入状況の概要 

自治体排出量カルテでは、再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）の分析を基に、西条市

の再エネ導入ポテンシャルを、太陽光発電321MW、陸上風力発電34MW、小水力発電50kWと推計して

いる。ここでの太陽光発電の導入ポテンシャルは設備容量 10kW 未満の「住宅用等」を対象とした

推計であり、「公共系等」や「土地系」を加えればさらに増えることになる。REPOS では太陽光発電

設備の設置度合いにより以下のレベル1～3を設定しており、ここでは最大量となるレベル3を採用

している。これは壁面や窓にも設置可能な製品の開発及び普及が見込まれる将来的な状況を想定し

ている。 

 

再生可能エネルギー情報システム（REPOS）による西条市周辺の建物系（市街地）と土地系（空地、

農地等）の太陽光発電導入ポテンシャルの分布状況を見ると、いずれもそのポテンシャルが高く

（図 19）、建物系が 678MW、土地系が 2,508MW と推計されている（図 20）。建物系には官公庁、病

院、学校、戸建住宅、集合住宅、工場・倉庫、その他建物、鉄道駅が、土地系には最終処分場（一

般廃棄物）、耕地（田、畑）荒廃農地（再生利用可能、再生利用困難）、水上（ため池）が含まれる。

建物系及び土地系の推計方法を図 21 に示す。 

 

 
図 19 西条市周辺の太陽光発電導入ポテンシャル20 

 

                             
20 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 
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図 20 愛媛県主要都市の太陽光発電導入ポテンシャル（建物系および土地系）21 

 

 

図 21 太陽光発電導入ポテンシャルの推計方法22 

 

東北大学大学院工学研究科・中田俊彦研究室では REPOS の再エネ導入ポテンシャルの推計をベース

                             
21 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 
22 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 

建物系
678MW

土地系
2,508M

W



21 

 

に地域エネルギー需給データベースを作成し、自治体のエネルギーフロー図を公開している。その

西条市の図を見ると、再エネ導入ポテンシャルの主なものは太陽光発電（土地系及び建物系）であ

り、これまでその一部しか活用されておらず、その推進により家庭部門及び業務その他部門の脱炭

素化を図れることがわかる（図 22）。 

 

 

図 22 西条市のエネルギーフロー図23 

 

このように西条市では太陽光発電導入ポテンシャルが大きいため、４つの分野ごとにその可能性を

見ていく（表 3）。 

 

表 3 再エネ導入ポテンシャルの確認分野 

 公共施設 

 住宅や民間建築物の屋根や駐車場 

 農地や休耕地（耕作放棄地・荒廃農地） 

 ため池（水上） 

 

  

                             
23 東北大学大学院工学研究科 中田俊彦研究室 地域エネルギー需給データベースより 

再エネ導入ポテンシャル

再エネ導入量
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(イ)確認分野別の導入ポテンシャル調査結果 

a  公共施設 

太陽光発電を設置している公共施設は 2015 年 3 月時点で 15 ヶ所あり、その発電容量は計 296kW

である（表 4）。 

 

表 4 太陽光発電を設置している公共施設24 

 

 

改正地球温暖化対策推進法（2021 年 5 月成立）において、すべての地方公共団体は地球温暖化対

策計画の実行計画（事務事業編）を策定し、政府実行計画に準じた取組、すなわち 2030 年度ま

でに設置可能な公共施設（敷地含む）の約50%以上への太陽光発電設備の設置、新築建築物のZEB

化（原則 ZEB Oriented 相当以上、平均 ZEB Ready 相当）、すべての公用車の電動車化、LED 照明

を 100%に、電力調達の 60%以上を再エネ電力とすることを目指すこととしている（図 23）。さら

に、設置可能な公共施設（敷地含む）への太陽光発電設備の設置については、地域脱炭素ロード

マップ（令和 3 年 6 月 国・地方脱炭素実現会議決定）において、「2040 年には 100％導入されて

いることを目指す」とされており、西条市もこれを目標とすることになる。西条市の第４期地球

温暖化対策実行計画「CO2ダイエット5年計画（令和 3～7年度）」では、2013年度から 2025年度

までに GHG 排出量を 32%削減、2030 年度には 50%程度削減する目標を掲げている。西条市では公

共施設における太陽光発電のポテンシャルはまだ検討されておらず、その基礎データ収集を含め、

                             
24 西条市資料より 

施設名称 設置年度 出力（kW）

SAIJO BASE（旧こどもの国） H11 15

総合福祉センター H16 8

西条図書館 H21 10

西条西部体育館 H22 9.6

ひまわり幼稚園 H22 9.6

すみれ荘 H22 9.6

東予西児童館 H22 9.6

田野保育所 H22 9.6

禎瑞保育所 H22 9.6

神拝小学校 H22 42.4

大町公民館 H23 3.68

休日夜間急患センター H24 9.6

本庁舎 H25 122.9

四国鉄道文化館南館 H26 21.56

西条市民公園 H26 6

合　計 296.74



23 

 

今後の検討事項である。 

 

図 23 政府実行計画の概要25 

 

 

b 住宅や民間建築物の屋根や駐車場などでの太陽光発電 

西条市では住宅や民間建築物の屋根や駐車場等での太陽光発電のポテンシャルはまだ検討されてお

らず、その基礎データ収集を含め、今後の検討事項である。 

 

以下、市内における太陽光発電の導入ポテンシャルを推計するための有用なツールについて参考情

報として示す。 

 

参考データ：Google EIE による建物の屋根置き太陽光発電導入ポテンシャルの推計 

Google は自治体による脱炭素化の取組をデータ面等でサポートするため、無料プラットフォームであ

る Environmental Insights Explorer (EIE)を提供している。Google EIE は Google の地図データと

モデリング技術を活用し、都市ごとの建物と交通に由来する温室効果ガス（GHG）排出量と太陽光発

電による GHG 排出削減量を推計できるサービスである。 

2019年より日本でも展開しており、現在（2022年10月時点）、20自治体のデータが公開されている。

そのうち愛媛県では松山市（人口51万人）が提携しており、建物屋根置き太陽光発電の導入ポテンシ

ャルは 1,290MW あり（ちなみに REPOS では建物系 1,601MW と推計）、その設置により（年間発電量

1,420,000MWh、設備利用率12.7%、年間1,100時間相当）、CO2を年間78万トン削減できると推計して

いる（図 24）。これは屋根数 135,000 件、屋根面積 8,450,000 ㎡に相当する。Google EIE は各建物の

屋根面積だけでなく、その角度や周辺の建築物の高さとの関係を考慮し日射量を推定しているため、

精度が高いと推察される。 

 

                             
25  環境省資料より 
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図 24 Google EIE による松山市の GHG 排出削減ポテンシャルの分析結果26 

 

東京電力ホールディングス株式会社（TEPCO）が運営するサンクル（Suncle）では、Google EIE と提

携し、住所を入力するだけで簡単に太陽光発電の設置費⽤や補助⾦、発電量を推計できるサービスを

提供している（図 25）。 

 

 
図 25 サンクルによる太陽光発電シミュレーションサービス27 

福岡県みやま市も Google EIE と提携しており、市のウェブサイト（補助金制度の説明画面）にサンク

ルのリンクを張り、各戸での屋根置き太陽光発電の設置を促している。西条市においても、建物屋根

置き太陽光発電導入ポテンシャル推計の精度向上のため、また市民の行動変容を促すため、同様の取

組を実施することが考えられる。 

 

c 農地及び荒廃農地（休耕地）での太陽光発電 

                             
26 Google EIE より 
27 東京電力ホールディングス株式会社 サンクルのウェブサイトより 

参考：Google EIEによる松山市
のGHG排出削減

ポテンシャル分析結果

松山市役所
周辺拡大図

20自治体が採用
（2022年10月時

点）

太陽光発電導入ポテン

シャル：1,290MW

REPOSでは建物系
1,601MWと推計
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西条市の総土地面積 51,004 haのうち、経営耕地面積は 4,047ha（総土地面積の約 8%）、そのうち田

が 3,550ha（88％）、畑（樹園地含む）が 497 ha（12%）である（2020 年農林業センサス）。経営耕

地面積は 2005 年の 4,872ha から、2015 年に 4,313ha（11％減）、2020 年に 4,047ha（17％減）と減

少している。2015 年の農林業センサスによると、西条市の販売農家における耕作放棄地面積は

208ha、耕作放棄率は 4.6％である。ただし、2015 年の販売農家に自給的農家（118ha）と土地持ち

非農家（268ha）を含めた耕作放棄地面積は 594ha に及んでおり、これは 2015 年の経営耕地面積

4,313ha の約 1割強 14%に相当する。経営耕地面積自体は 2005 年の 4,872ha から 2015 年の 4,313ha

へと、10 年間で 1 割強減少している（図 26）。これらの農地や耕作放棄地も太陽光発電導入検討の

対象候補地となる。ただし、西条市の耕地・荒廃農地ともに農業振興（農振）地域の青地が多く、

野立て太陽光発電の設置は農振除外・転用ができないケースも想定されるため、その確認が必要と

なる。（参考として、耕作放棄地、遊休農地、荒廃農地の定義及びその全国の傾向を図 27 に示す。） 

 

図 26 西条市の耕作放棄地面積の推移28 

 

                             
28 農村振興基本計画書 西条地区 2017 年 3 月西条市より 
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図 27 耕地、荒廃農地、遊休農地、耕作放棄地の定義29 

 

農地転用の状況（表 5）を見ると、2014 年度～2018 年度の 5年間に、計 83ha（1,019 件）が農地転

用されている。これは 2015 年の経営耕地面積 4,313ha の 2％に相当する。その内訳は、計 31ha

（588件）が住宅用地、計14ha（122件）が商業用地、計9ha（89件）が駐車場、計28ha（220件）

がその他となっている。 

表 5 西条市での農地転用の状況 

 

 

西条市から入手した追加情報（表 6）によると、農地転用目的の「その他」の多くが太陽光発電施

設設置となっている（2014 年度から 2018 年度のその他件数計 220 件のうち 171 件（78％））。その

うち営農型太陽光発電施設の設置は少なく（2015 年度から 2018 年度の 131 件のうちの 20件

（15％））、そのほとんどが野立て太陽光発電となっている。 

 

 

 

                             
29 「荒廃農地の現状と対策について」2020 年 4 月農林水産省より 
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表 6 西条市の農地転用「その他」のうちの太陽光発電設置のもの30 

年度 
「その他」

の件数 

太陽光発電

施設の件数 
面積 [㎡] 

うち営農型

の件数 

営農型の農地

転用（支柱

杭）面積

[㎡]  

2014（平成 26） 41 40 47,963   

2015（平成 27） 51 47 63,989 6 7.3 

2016（平成 28） 29 21 14,363 7 50 

2017（平成 29） 45 34 55,333 1 6.21 

2018（平成 30） 54 29 34,402 6* 7.3 

2019（令和元）  35 49,313 7 76.91 

2020（令和 2）  42 77,028 7 23.49 

2021（令和 3）  12 23,575 3 10.68 

 

西条市農業委員会の議事録を見ると、営農型太陽光発電施設建設申請の栽培作物は、シキミ、サカ

キなどとなっている（表 7）。市内に見られる野立て太陽光発電と営農型太陽光発電の例を図 28 に

示す。 

 

表 7 西条市での営農型太陽光発電の申請状況31 

総会 日にち 下部農地の栽培作物 その他 

令和元年度 第５回 2019.8.8 飼料作物（イタリアンライグラ

ス） 

 

令和 2年度 第 7回 2020.10.6 記述なし  

第 10 回 2021.1.5 サカキ  

令和３年度 第 1回 2021.4.6 シキミ、サカキ  

第６回 2021.9.7 記述なし 支柱増の追加申請 

令和４年度 第２回 2022.5.6 シキビ（シキミ） 支柱増の追加申請 

 

 

                             
30 西条市からの受領データより 
31 農業委員会議事録から直近のものを抜粋 
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図 28 西条市内に見られる野立て太陽光発電（上段）と営農型太陽光発電（下段） 

 

ここで農地及び耕作放棄地への太陽光発電導入のポテンシャルを検討してみる。仮に 2015 年の経

営耕地4,313haの1％（43ha）に営農型太陽光発電（1kWあたり50㎡で計算）を、耕作放棄地594ha

の 1％（6ha）に野立て太陽光発電（1kW あたり 15 ㎡で計算）を設置した場合、それぞれ 8.6MW、

3.9MW となり、計 12.5MW（合計面積 49ha）導入可能となる（表 8）。先述したように 2014 年度～

2018 年度の 5 年間に計 83ha が農地転用されているので、これは目標としてそれほど非現実的な数

値ではないと考えられる。 

 

表 8 農地および耕作放棄地における太陽光発電ポテンシャル 

 

西条市では市独自の「頑張る農家支援事業」にて、農業の集約化、機械化、スマート化、新規就農、

耕作放棄地再生等を支援している（図 29）。これは国の補助事業などでは対応しきれない農業者の

要望に対応するための取組である。今後、西条市内で営農型太陽光発電を推進していく場合、この

ような制度と連携させ、営農型によるエネルギーの地産地消を進めていくことが一案として考えら

れる。 

野立て太陽光発電

営農型太陽光発電

面積 発電容量 面積 発電容量

[ha] [m2/kW] [ha] [kW] [ha] [kW]

経営耕地 4,313 50 43 8,626 86 17,252

耕作放棄地 594 15 6 3,960 12 7,920

合　計 49 12,586 98 25,172

発電ポテンシャル

面積の1％に設置 面積の2％に設置面積

太陽光発電

に必要な単

位面積
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図 29 西条市の頑張る農家支援事業の概要32 

 

d ため池 

愛媛県ため池データベースによると、西条市内には 192 ヶ所のため池があり、防災重点ため池では

ハザードマップが作成されている（図 30）。このうち、防災上や景観上、維持管理上、問題のない

箇所については、管理者や地権者等との協議の上、水上太陽光発電設備の設置可能性を検討するこ

とになる。 

 

                             
32 西条市ウェブサイトより 
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図 30 西条市のため池ハザードマップ（赤枠は発電ポテンシャルの大きいため池のある地区）33 

 

西条市のため池リストから満水面積を推定し（総貯水量／提高と仮定）、概ね 5,000 ㎡以上のもの

を抽出すると 19 ヶ所ある（表 9）。仮にこの面積の 4割に太陽光発電設備を設置し、1kW 当たり 15

㎡の面積を要するとすると（670kW/ha）、計 5.5MW 程度の発電ポテンシャルとなる（1kW 当たり 10

㎡（1MW/ha）とした場合は計 8.3MW）。採算性の点から対象を 500kW 以上のポテンシャルのものに限

ると、満水面積の大きい池之内池（丹原町土地改良区、図 31 の A 地区）と大谷池（小松町土地改

良区、同 B 地区）の 2 か所だけとなり、計 2MW 程度の発電ポテンシャルとなる。ただし、これらの

ため池は農業用として整備された地域の主要な農業用水の供給源であり、これまで民間企業が地元

に対し水上太陽光発電設備を提案したが、維持管理上や防災上等の観点から合意が得られなかった

経緯がある。このことから、今後においても施設管理者や地元住民の合意が得られることは難しい

と思われるが、一定のポテンシャルがあること、近隣県では実績があることを踏まえ、引き続き検

討することとする。また、系統接続の制約についての確認も必要となる。表 9 の A～D 地区の拡大

図を図 31～図 34 に示す。 

 

                             
33  西条市ウェブサイト ため池ハザードマップより 

A

B

C

D
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表 9 西条市のため池リスト（推定満水面積 概ね 5,000 ㎡以上） 

  

 

  

西条市：ため池リスト　【推定満水面積（≒総貯水量／提高） 5,000m2以上を抜粋】 データ出所：愛媛県ため池データベース

堤高 堤頂長 総貯水量
総貯水量
/提高

PVパネル敷
設面積
(Ax0.4)

発電容量*
(15m2/kW)

（ｍ） （ｍ） （千ｍ3） A（ｍ2） B（ｍ2） (kW)

祖父崎池 飯岡涌井1080 飯岡土地改良区 4.7 110.6 29 6,170 2,468 165 有 有 有

皇子池 飯岡半田山 飯岡土地改良区 9.9 95 75 7,576 3,030 202 有 有 有

城ノ谷池 氷見尾土居城ノ谷 氷見土地改良区 27.4 133 287 10,474 4,190 279 有 有 有

大明神池 福成寺乙160-11 東予土地改良区 25.8 212 450 17,442 6,977 465 有 有 有

水谷池 旦之上甲1496 自然人 11 305 120 10,909 4,364 291 有 有 有

昭和池 旦之上甲1080 自然人 10.2 80 67.8 6,647 2,659 177 有 有 有

新池 上市甲994-1 自然人 6.8 275 53 7,794 3,118 208 有 有 有

池の谷池 安用甲1031-4 自然人 8.1 61 57 7,037 2,815 188 有 有 有

半吉谷池 新屋敷乙12-56 西条市 13.8 109.5 58 4,203 1,681 112 無 無 有

大谷池 南川乙1-2 小松町土地改良区 27.3 211.5 1032 37,802 15,121 1,008 有 有 有

池の谷池 妙口乙2-75 小松町土地改良区 16 122 101 6,313 2,525 168 有 有 有

修理谷池 妙口乙7-2 小松町土地改良区 14.5 90 73.8 5,090 2,036 136 有 有 有

西屋敷池 明穂甲671 自然人 6.4 287 35.1 5,484 2,194 146 有 有 有

新池（高知） 高知甲395 西条市 6.3 128 32.9 5,222 2,089 139 無 無 有

池之内池 高松甲748-1 丹原町土地改良区 11.7 475 469 40,085 16,034 1,069 有 有 有

笹ヶ窪池 北田野308-1 丹原町土地改良区 4.1 400 23.3 5,683 2,273 152 有 有 有

大明神池 北田野922-1 丹原町土地改良区 7.1 350 52.9 7,451 2,980 199 有 有 有

照井池 北田野1218 丹原町土地改良区 5.8 426 63.6 10,966 4,386 292 有 有 有

六本松池 来見乙26-1 官有地 10.4 156 60 5,769 2,308 154 無 無 有

合計数 83,247 5,550

ため池ハザード

マップあり

貯水量

50千m3

以上

総貯水量/提高

5,000m2以上

* 1kW当たり

15m2とする

13ヶ所 19ヶ所

防災重点
農業用た
め池の指

定

名称 所在地 所有者名称 届出
特定農業
用ため池
の指定

A地区 B地区 C地区 D地区
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図 31 池之内池周辺図（A地区） 

 

 

図 32 大谷池周辺図（B地区） 

  

150kW

所有者：いずれも
丹原町土地改良区

発電ポテンシャル
15kW/㎡で試算

190kW

290kW

1,000kW

池之内池（兼久の大池）

愛ノ山から「兼久の大池」を望む

270kW

所有者：
小松町土地改良区

発電ポテンシャル
15kW/㎡で試算

小松町土地改良区

小松町

氷見土地改良区
110kW

1,000kW

160kW130kW



33 

 

 

図 33 大明神池周辺図（C地区） 

 

 

図 34 皇子池周辺図（D地区） 

  

290kW

発電ポテンシャル
15kW/㎡で試算

自然人

460kW

東予土地
改良区

発電ポテンシャル
15kW/㎡で試算

160kW

飯岡土地改良区

200kW

飯岡土地改良区
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② 風力発電 

(ア)導入ポテンシャル 

再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）によると、西条市の陸上風力発電ポテンシャル

は 123MW となっており（図 35）、その適地は市西部及び南部の山間地に位置する（図 36）。これ

らの山間地には送電用の鉄塔が多くみられるため（図 37）、ここに陸上風力発電を設置する場合

は、環境影響評価実施の際、それと合わせた景観配慮や住民との合意形成などが必要となる。 

 

 

図 35 愛媛県主要市町村の陸上風力発電ポテンシャル34 

 

 

図 36 西条市の陸上風力発電導入ポテンシャル位置図35 

                             
34 再生可能エネルギー情報システム（REPOS）より 
35 再生可能エネルギー情報システム（REPOS）より 

123MW
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図 37 西条市南部の山間地の平野部からの遠景36 

 

 

③ 中小水力発電 

(ア)導入ポテンシャル 

再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）によると、西条市の中小水力発電ポテンシャル

は、河川では 50kW と小さく（図 38）、農業用水路では 1.56MW となっている（図 39）。その位置

図を図 40 に示す。 

 

 

図 38 愛媛県主要市町村の中小水力発電ポテンシャル（河川）37 

 

                             
36 調査団撮影 
37 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 

50kW

河川
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図 39 愛媛県主要市町村の中小水力発電ポテンシャル（農業用水路）38 

 

 

図 40 西条市の中小水力発電ポテンシャル位置図39 

 

西条市の農業用の志河川ダムには小水力発電（有効落差 25m、最大出力 49.9kW）があり（図 41）、

その売電収益は土地改良区が管理している農業水利施設の維持管理費に活用されている。  

 

                             
38 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 
39 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 

1.5MW

農業用水路

1.5MW

50kW
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図 41 西条市 志河川ダムの小水力発電40 

 

次に、農業用水路における導入ポテンシャルに関する調査結果を示す。市内の農業用水路を活用

した中小水力発電の発電容量は約 1.5MW と見込まれる。 

  

図 42 中小水力発電（農業用水路）の導入可能性に関する調査 

 

まず、A 及び B 地点について。A 地点は釜之口取水堰付近で、B地点は釜之口連絡水路付近を対象

として調査を実施した。両地点に共通する特徴として、水量が多く流れも急であることから、中

                             
40 農林水産省発表資料より 

池之内池
（兼久の大池）

所有者：
丹原町土地改良区

釜之口取水堰イーキウイ
長野農園

E A

D

B

C
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小水力発電の実施可能性が高い地勢と思われる。 

 

 

図 43 釜之口取水堰、釜之口連絡水路（A、B地点） 

次に、C地点について。C地点は、釜之口幹線水路上の途中箇所を何カ所か確認した。時期の影響もある

と考えられるものの、水路上を流れる冬季は少なくなる（夏季（かんがい期）は水量が多い）。通年で

の安定した水量が得にくいため水力発電を行う上での条件不足の可能性がある。 

 

図 44 釜之口幹線水路（C地点） 

釜之口堰からの掛井手までの
釜之口幹線水路（丹原町長野）

掛井手の始点（左側）
釜之口幹線水路（右側）

（丹原町長野 末友地区）

出所：「水の歴史館
兼久の大池」
西条市ウェブサイト

2022.10.28撮影

水量が少ない

釜之口幹線水路

C
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最後に、D地点について。D地点は池之内池及びその周辺を調査した。このエリアは一定の面積を確保で

きる可能性が考えられることから、中小水力発電よりも太陽光発電（浮上式）を検討する方が適してい

ると考えられる。 

 

図 45 池之内池（D地点） 

 

  

2022.10.28撮影

池之内池
（兼久の大池）

愛ノ山から「兼久の大池」を望む（丹原町高松） D

ため池太陽光発電の候補地
（1MWクラス）
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④ バイオマス発電 

(ア)西条市の森林資源と活用状況 

西条市の市域面積（51,004ha程）の7割弱（35,086ha程）は森林であり、木質バイオマスの活用

も検討事項の一つとなる。市の森林面積のうち、国有林は7,278ha程、民有林は27,808ha程であ

り、民有林の 7 割が人工林、3 割が天然林となっている（西条市統計データ 2020 年版および図 

46）。 

 

図 46 西条市 森林の利用用途41 

 

ただし、林家数は 2000 年の 1,262 戸から 2015 年に 950 戸まで減少しており、担い手不足等によ

り、森林整備（維持管理）が進んでおらず、それが保水力の低下にも繋がっているのが現状であ

る。過去 5 年間、間伐面積は毎年 300ha 前後で推移しているとのことである。42「第 2 期西条市

総合計画 後期基本計画（令和 2～6 年度）」によると、市の「水源の森整備事業」にて 2014 年度

～2018年度に累計255haの森林が整備され、これを2024年度までに700ha（民有林面積の2.5%）

に増加する計画としている。 

 

木質バイオマスの活用には、地域の森林組合等と連携した森林整備体制の構築と、適切な森林整

備及び原木供給体制の確立が必要となる。その財源として、森林環境譲与税（令和元年度 

25,972 千円、令和 2 年度 55,192 千円）がある。市では同税活用の基本方針を、①森林整備の推

進、②人材育成・担い手確保、③普及啓発、④木材利用の促進としている。 

森林整備及び木質バイオマス活用の一例としては、2018 年より近隣の内子町において内子バイオ

マス発電所（定格出力 1.1MW）が稼働しており、それが参考となる。  

                             
41 第五回 西条市地下水保全協議会 配布資料より 
42 平成 31 年西条市議会 3月定例会議事録（真鍋顕伸議員一般質問に対する答弁）より 
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参考：内子町の内子バイオマス発電所 

近隣の内子町では 2018年より内子バイオマス発電所（定格出力 1.1MW）が稼働しており、内子町森林

組合及び地元林業事業者が年間約14,000トンの原木（間伐未利用材）を供給し、それを有限会社内藤

鋼業が木質ペレット（年間約 5,700 トン）に加工し、燃料として供給している（図 47）。ここで、

14,000 トンの原木の供給には、森林 1ha あたりの製材出材を 100 ㎥、その 5 割が燃料用未利用材にな

ると仮定し、その比重を0.8トン/㎥とすると、1haあたり40トンの燃料用材が得られることになり、

年間 350ha 程度の森林面積を必要とすることになる。仮にこれを 50 年周期で輪伐した場合、計

17,500ha 程度の森林面積を必要とする。西条市の森林面積 35,086ha のうち民有林は 27,808ha あり、

そのうち人工林は19,595haであり、同事業を維持できるだけの森林面積があるといえる（ただし、こ

れには伐採木を搬出できない森林や、間伐をしない広葉樹も含まれるため、単純な比較はできな

い）。 

 
図 47 内子バイオマス発電所の概要43 

 

内子町ではさらに2022年 10月、（有）内藤鋼業では株式会社竹中工務店などと連携し、新たに定格出

力 330kW 規模の内子龍王バイオマス発電所の稼働を 2022 年 10 月に予定している（図 48）。その事業

会社には地元企業20社が優先出資しており、地域内でのエネルギーと経済の循環を目指している。同

事業会社には株式会社サイプレス・スナダヤ（本社：西条市）も出資し、発電所建屋の部材として

CLT（直交集成板）を供給している。西条市での森林バイオマス活用事業の検討を進めるにあたり、

これらの事例が参考となる。 

 

                             
43 シン・エナジー株式会社ホームページより 
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図 48 内子龍王バイオマス発電所の実施体制図44 

 

 

参考：サイプレス・スナダヤ バイオマス発電所計画45 

市内企業であるサイプレス・スナダヤは、市内にバイオマス発電所の設置を計画している。2022年10

月 22日に発表した発電事業に関する構想資料によると、発電所の出力規模は定格9.9MWを予定。燃料

は、同社製材工場の操業に伴って発生する副産物（切削チップ、パーク、おがくず、プレナーくず）

を活用する予定である。製材工場の操業に伴い生じている木材端材がおよそ9,814トン/月程度発生す

る見込みで、この副産物を燃料として固定価格買い取り制度に基づく売電事業を行うことを計画して

いる。発電所の設置場所は、同社本社工場の敷地内を予定しており、発電設備工事の着工を2025年、

売電開始を 2026 年 10 月以降と見込んでいる(図 49、図 50)。 

 

 
図 49 サイプレス・スナダヤ バイオマス発電事業概要（1/2） 

                             
44 株式会社竹中工務店 ニュースリリース 2022/4/26 より 
45 サイプレス・スナダヤ プレスリリースより

（https://www.sunadaya.co.jp/information/files/doc_20221104.pdf） （2022/12/27 アクセス） 

https://www.sunadaya.co.jp/information/files/doc_20221104.pdf
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図 50 サイプレス・スナダヤ バイオマス発電事業概要（2/2） 
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参考：豊かな水と森林を守る事業（MIZUMORI 事業） 

西条市は市の「特性を活かしたカーボンニュートラル社会の構築」に向け「豊かな水と森林を守る事

業（MIZUMORI 事業）」を推進しており、「西条市 SDGs 未来都市計画」では同事業を以下のように紹介

している。 

 

以下、「西条市 SDGs 未来都市計画」より抜粋 

 

本市では、2014 年度から河川や渓流沿いの放置林を中心に、森林の多面的機能を回復することで、

災害防止、水源涵養、カーボンニュートラルの実現に資することを目的に、積極的な間伐を推進して

いる。本事業の趣旨は、市内の主要河川や渓流沿いの放置林を整備し、森林の中に光を取り入れるこ

とにより下草や低木の植生を促し、保水力の高い災害に強い山づくりを行うものである。山林所有者

の費用負担を求めておらず、事業完了後は概ね 10 年間は皆伐を行わない協定を本市と締結すること

となるため、中長期的に山地災害防止や保水力向上に資することが可能となる。 

2014 年度から 2017 年度には加茂川水系・妙之谷川水系を中心に 189.72ha、2018 年度から 2019 年度

には谷川水系を中心に 129.43ha の整備を実施してきた。今後は SDGs 推進の観点からさらに整備を加

速し、市内山間部渓流沿いの放置林を中心に、2024 年度までに 700ha を整備する。 

 

また、長期的な森林環境保全の方向性を可視化することを目的に、新たな林業経営体の育成を図ると

ともに、奥山における有害鳥獣対策を積極的に推進する。加えて、本市産業の特徴である木材の生産

から加工までの体制が一貫している状況を背景として、公民連携によって西条産材や市内で製造され

た CLT の活用を促進し、出口開拓に重点を置いた木材の自律的好循環の仕組みづくりを推進すること

で、本市の特性を活かしたカーボンニュートラル社会の構築を図る。 

 

なお、将来に向けては、50 年先の森林整備等の方針を具体的に可視化するとともに、森林資源を定量

化し、集約化または自然林へ移行等のエリア分けを行う「次世代へつなぐ森林林ビジョン 2070」を策

定することとしている。 

 

 
 

 

(イ)熱需要に利用される化石燃料の木質バイオマス燃料への代替可能性 

西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7 年度）」では、西条市

が直接管理する本庁・支所及び公共施設等において、基準年（2013年度）の排出量に対し、2025年

度には 32%、2030 年度には 51%削減する計画としている。削減対象施設における排出量の内訳を見

ると、電気（53%）、廃プラスチック焼却（36%）、その他の燃料（11%）となっている（図 51）。 
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図 51 西条市の温室効果ガス（GHG）削減対象施設の排出源の構成（左図）と排出量推移46 

 

このうち、電気使用量の削減に関しては各施設の省エネ及び ZEB 化、さらに再エネ電力の利用（そ

の元となる再エネ導入や PPA 事業等による自家消費型の太陽光発電の設置）を進め、廃プラスチッ

ク焼却に関しては、発生源等でのごみ分別やリサイクルの促進によるごみ発生量の抑制を進めるこ

とになる。 

 

ここでは残りの燃料のうち、主に熱需要（暖房、給湯等）に利用される灯油、A 重油、液化石油ガ

ス（LPG）の木質バイオマス燃料への代替可能性について見てみる。まず各燃料の主な利用施設

（使用量ごとの内訳）とその GHG 排出状況（経年変化）を図 52～図 54 に示す。 

 

図 52 灯油の主な利用施設（左図）とその GHG 排出状況の推移47 

 

                             
46 出所：西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5年計画（令和 3～7年度）」より 
47 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7年度）」より 
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図 53  A 重油の主な利用施設（左図）とその GHG 排出状況の推移 

 

図 54 液化石油ガス（LPG）の主な利用施設（左図）とその GHG 排出状況の推移48 

 

2020 年度に使用した、これらの化石燃料を木質バイオマス燃料（単位当たり熱量を 10GJ/トンで計

算）に代替した場合、その必要量は、灯油465kLに対して1,706トン、A重油247kLに対して965ト

ン、LPG 144 トンに対して 730 トン、計 3,401 トンとなる。このとき、森林 1ha あたりの製材出材

を 100 ㎥、その 5 割が燃料用未利用材になると仮定し、その比重を 0.8 トン/㎥とすると、1ha あた

り 40 トンの燃料用材が得られることになる。49これをあてはめると、灯油の代替には 43ha、A 重油

には 24ha、LPG には 18ha、計 85ha の森林面積が必要になり、これを 50 年周期で伐採していくとす

ると、計 4,200ha 程の森林面積が必要となる（表 10）。これは西条市内の針葉樹面積の 2 割強に相

当する。 

 

西条市の民有林の面積は 28,000ha 以上あり（2015 年 農林業センサスデータ）、「水源の森整備事業」

及び「森林経営管理推進事業」により 2014 年度～2024 年度までに 700ha の放置林等を整備する目

標値を設定している。これがその後も継続されることを想定すると、そこから得られた燃料用材を

利用して、これらの施設の熱需要を木質バイオマス燃料に代替できる可能性はあるといえる。ただ

し、現行の森林経営管理推進事業で実施する森林整備は、放置林の切捨て間伐であり、搬出はしな

い（できない）ため、これを燃料用材として活用するには、その搬出手段の検討及びその確保が必

要となる。仮にこれらの熱需要をすべて木質バイオマス燃料に代替できた場合、CO2 排出削減量は

年間 2,200 トン程度となり、これは西条市の民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の CO2 排出

量 218 千トンの 1％程度に相当する。 

                             
48 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7年度）」より 
49 参考：「木質バイオマスエネルギー編」農林水産省 林野庁 
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表 10 燃料の代替に必要な木質バイオマス量と森林面積の推計（2020 年度の排出データ）50 

 

 

これらの取組を進めるにあたり、まずは燃料使用量の多い施設（周桑病院、本谷温泉館等）や小中

学校などの教育施設でモデル的に導入することが、GHG 排出削減及びその普及促進という点で効果

が大きいと考えられる。その際、国の補助制度等（補助率 10/10 のものもある）を活用し、初期投

資を抑えることが推奨される（図 55）。 

 

図 55 バイオマスボイラー導入のための補助事業（補助率 10/10）の例51 

 

近隣で木質バイオマスボイラーを導入している例としては、徳島県の一般社団法人徳島地域エネル

ギーの取組が参考になる。同社はオーストリアのボイラーメーカー、ETA 社の代理店を務め、その

バイオマスボイラーを診療所、ゴルフコース、ホテル、温浴施設などに導入し、各所で地域資源の

活用及び化石燃料から木質バイオマス燃料への転換を促している（図 56）。 

                             
50 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7年度）」より 
51 令和 4年度 先進的省エネルギー投資促進支援事業 経済産業省より 

燃料タイプ
GHG排出量

[t-CO2]

排出係数

[t-CO2/kL, t-

CO2/t]

消費量

[kL, t]

単位あたり熱

量 [GJ/kL,

GJ/t]

熱量

[GJ]

木質バイオマス

燃料の必要量

[t]

燃料用材確保に

必要な森林面積

[ha]

50年周期伐採に

必要な森林面積

[ha]

灯油 1,157 2.489 465 36.7 17,060 1,706 43 2,132

A重油 669 2.710 247 39.1 9,652 965 24 1,207

液化石油ガス

（LPG）
431 3.000 144 50.8 7,298 730 18 912

合計 2,257 855 34,010 3,401 85 4,251
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図 56 （一社）徳島地域エネルギーによる多様な施設へのバイオマスボイラー導入事例52 

 

(ウ)木質バイオマス導入に向けた課題と方向性 

一般に木質バイオマスボイラーの導入には、機材の初期投資費だけでなく、燃料チップやペレット

を貯蔵するサイロ等の付帯設備の設置費用やその用地確保も障壁となる（通常、ボイラーの機材費

は補助制度等により軽減できるが、付帯設備の設置費用は自己負担となる）。 

 

その負担を軽減するため、極東開発工業株式会社（本社：兵庫県西宮市）は乾燥した木質チップを

充填したコンテナを需要家のボイラー室近傍の駐車スペース等に設置し、残りが少なくなるとそれ

をコンテナごと置換するサービスを提供している（図 57）。これにより需要家はサイロを設置せず

にバイオマスボイラーを利用できるようになる。このコンテナはそのまま木質チップの乾燥にも利

用され、適度の含水率に調整された木質チップとともに供給される。 

 

このような供給体制を築くことができれば、多くの施設にバイオマスボイラーを導入することがで

きるようになる。 

 

                             
52 「木質バイオマスボイラー活用事例集」一般社団法人徳島地域エネルギーより 
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図 57 極東開発工業（株）による木質チップ乾燥コンテナシステム53 

 

2015 年に西条市が、市民、事業者、中学生を対象に実施したアンケート調査結果によると、回答者

の 1/3 が木質バイオマスボイラーの導入に興味はあるものの、実際に導入まで至っていないことが

わかる（図 58）。この改善には、まずはこのような製品やサービスがあり、それが市の目指す脱炭

素化に貢献することを知ってもらい、同時にその燃料供給体制を築き、その採用を検討してもらう

ところから始める必要がある。 

 

図 58 西条市民、事業者への「環境に配慮した設備・取り組み」に関するアンケート結果54 

⑤ 地中熱 

(ア)導入ポテンシャル 

再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）では西条市の地中熱利用ポテンシャルを大きく

評価している（図 59）。これは住宅地図データより 500mメッシュ単位で地中熱の利用可能熱量と

                             
53 「木質チップ乾燥コンテナシステム「Kantainer を発売」」極東開発工業株式会社より 
54 「第二期西条市環境基本計画」2017 年 3 月より 
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熱需要量（給湯と空調）を推計し、その小さい方の値を示したものである（需要量以上は供給で

きないという考え方より）。 

 

図 59 西条市の地中熱利用ポテンシャル55 

 

a 地中熱ヒートポンプシステムの概要 

地中熱ヒートポンプシステムにはクローズドループ方式とオープンループ方式があり、地下水が

豊富でその水位も高い西条市では、深度 100m といった地中熱交換器の設置が不要で、井戸揚水

を利用した浅層のオープンループ方式が採用できると考えられる（図 60）。 

 

 

図 60 地中熱ヒートポンプシステムのクローズドループ方式とオープンループ方式56 

 

オープンループ方式には揚水した地下水を放流する放流方式（放流型）と帯水層に還元する還元

方式があり、後者には還元井を利用する還元井型と浸透桝や浸透池等を利用する浸透桝型がある

（図 61）。後述する西条市役所庁舎新館ではオープンループの放流方式が採用されている。 

                             
55 再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）より 
56 「地中熱利用システム 2021 年度版」環境省より 
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図 61 地中熱ヒートポンプシステムのオープンループ方式のタイプ57 

 

一般にオープンループ方式にて地下水熱を利用する場合、地下水の賦存量、水質、地盤状況等に

ついて、専門家による事前調査を必要とする。また地下水に含まれるカルシウムやシリカなどの

成分が配管等に付着すると目詰まりが生じ、機器の性能低下や破損の原因となる（図 62）。実際

の事業実施の際はそのような検討が必要となる。 

 

 

図 62 地下水熱利用の際に注意を要する事項 

 

b 西条市庁舎におけるヒートポンプ蓄熱システム導入事例 

西条市では2014年、新庁舎建て替え時に井水熱源利用ヒートポンプ蓄熱システムを導入している（国

土交通省 住宅・建築物省 CO2 先導事業の補助制度を利用）。これにより、契約電力を 850kW から 550kW

に下げ（西条市職員への聞き取りによると、現在の契約電力は 354kW）、単位面積あたりの電力使用量を

                             
57 「地中熱ヒートポンプシステム オープンループ導入ガイドライン 第一版」2017 年 3月 特定非営

利活動法人 地中熱利用促進協会 一般社団法人 全国さく井協会より 
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従来の半分程度に削減している（図 63）。建物地下に 21 個の蓄熱槽（計 777 ㎥）を設置し、井水の地中

熱（年平均 17.4℃）を水冷チラー（1,513kW =378.4kW×4 台）の熱源として利用し、利用した井水はト

イレや水景などの雑用水として再利用している（図 64）。蓄熱槽は 5 年に 1 回程度汚濁防止のため入れ

替え、熱交換器は毎年洗浄して使用している。地下水は毎日 23時から 6時まで汲み上げ、その使用量は

1日平均 1,300 ㎥程度である。 

 

 

図 63 西条市の市役所庁舎新館における井水熱源利用ヒートポンプ蓄熱システム58 

 

                             
58 「蓄熱情報誌 COOL&HOT 2015 No.48」一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター より 
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図 64 市役所庁舎新館の井水熱源利用ヒートポンプ蓄熱システムの構造図59 

 

今後、同様のシステムを市内のほかの公共施設や民間施設等に導入していけば、「業務その他部

門」の GHG 排出量を大きく削減できる。ただし、それにはその費用対効果を精査し、その情報を

公開し、地域内でそれを設計・施工・維持管理できる事業者を育成し、市の建築・改修許可申請

時の検討事項に指定するなど、そのための環境整備が必要となる。地中熱利用システムのコスト

については、クローズドループ方式は 1kW あたりの初期投資額が 38 万～75 万円程度という参考

値があり（図 65）、オープンループ方式の場合は地中熱交換器の設置が不要のため、それ以下と

なる。 

 

                             
59 （株）安井建築設計事務所 寺井千佳 ヒートポンプとその応用 2017.11 No.91 より 
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図 65 地中熱利用システムのコスト（参考値） 

 

c 地下水面分布と自噴エリア 

地中熱（地下水熱）利用を推進するとき注意が必要なのは、適当な地下水利用量の規定である。

西条市の市街地（西条平野、周桑平野）での地下水位は概ね 10m 以下でその賦存量も大きく、こ

の地域の特色であり、貴重な資源となっている（図 66）。ただし、近年、東部の沿岸部では地下

水位の低下による塩水化や、自噴井が停止するところも出てきており、その無制限の利用には注

意が必要となる。令和 5 年 4 月には「西条市地下水の保全及び管理並びに適正な利用に関する条

例」が施行される。それまでの条例を見直し、条例の適用地域を旧西条市域から市内全域に拡大

するとともに、水質・水量保全に関する規制内容を見直した。また、市民の地下水利用のルール

を規範化し、地域で保全・管理していく「地域公水」の理念を盛り込んでいる。 
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図 66 西条市浅層地下水の地下水面分布と自噴エリア60 

 

地下水の月別利用量を見ると、農業用（かんがい期：20 万～30 万㎥/日、非かんがい期：8 万～9

万㎥/日）及び家庭用（5 万㎥/日程度）の利用量が多く、工業用水はそれ以下であり、近年その

利用量もかつての 8 万㎥/日程度から 2万㎥/日程度に減少してきている（図 67）。西条市は地下

水の節水や涵養対策を推進しており、地中熱ヒートポンプシステムを利用する場合には、利用し

た水の二次利用や浸透桝設置による涵養対策と合わせた導入が求められる。 

 

仮に 1 万㎥/日程度の地下水を利用できるとした場合、市役所庁舎新館と同等のシステムを 7～8

基程度導入できることになる（1 基あたりの地下水利用量を 1,300 ㎥/日程度と仮定）。地中熱ヒ

ートポンプシステム導入に利用できる政府の補助メニューは各種あるため、これを積極的に活用

し、市内で同様のシステムの導入を支援するようなプログラムを設けることも一案として考えら

れる。 

 

                             
60 「地下水年報 2021 年版」西条市環境政策課 
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図 67 西条市の地下水利用量61 

  

                             
61 「西条市地下水保全管理計画」2017 年 8 月 西条市より 
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⑥ 再エネ導入ポテンシャルのまとめ 

西条市の再エネ導入ポテンシャル及び推奨される目標を整理すると、表 11 のようになる。 

 

表 11 西条市の再エネ導入ポテンシャル 

分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路
1.56MW

（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ
ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 

 

 

このうち実現可能性が高いのは住宅や民間建築物の屋根置き太陽光発電（次に駐車場での太陽光

発電）であり、この着実な実施が第一歩となる（目標値については「（5）再生可能エネルギー導

入目標の設定」で説明する）。2021年 10月に改訂された政府実行計画では「2030年度には設置可

能な建築物（敷地を含む）の約 50％以上に太陽光発電設備を設置することを目指す」と明記され、

自治体もこれに準じた実施が求められている。したがって、自治体が公共施設において PPA（電

力販売契約）モデル等を活用し率先して太陽光発電を導入し、その知見を民間企業等にも広め、

同様の取組を普及していくことが期待される。それと同時に、その知見を農地や耕作放棄地、た

め池等で適用していくことも期待される。ただし、自家消費用途以外の太陽光発電実施の場合、
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系統制約が導入にあたっての障壁となることが想定される。系統整備状況と合わせて検討を推進

することが望ましい。 

 

次に有力なのは木質バイオマスの活用である。西条市では2014年度～2018年度に年間平均300ha

の間伐が実施されている（市発注事業、県発注事業、国・県等の補助事業の合計）。同程度の間

伐が継続されることにより、間伐材等の未利用材が多く産出されることになる。1ha あたりの燃

料用材の生産を 40 トンと仮定すると、300ha の整備で年間 12,000 トンの木質チップが得られる

ことになる。ただし、実際に搬出できているのはその半分程度とのことなので、その場合、年間

6,000 トンの木質チップが得られることになる。そのうちの年間 3,400 トンを公共施設に供給で

きるようになれば、それらの施設の熱需要を市内の森林資源で賄うことができるようになる。そ

れに伴い、化石燃料（灯油、A 重油、LPG）の使用量を削減し、市の第 4 期地球温暖化対策実行計

画の目標である 2030 年 GHG 50%排出削減の達成に貢献できる。また、その残りの年間 2,600 トン

を民間の福祉施設や温浴施設等の熱利用の多い施設や家庭での利用を促進することで、家庭部門

及びその他業務部門の CO2 排出量削減を図れる。 

 

その次に実現可能性が高いのは地中熱（地下水熱）の利用である。西条市には豊富な地下水があ

り、すでに市役所庁舎新館においてこれを活用した井水熱源利用ヒートポンプ蓄熱システムが導

入され、電力使用量を従来の半分程度に削減できている。地下水賦存量に影響しない使用量を規

定しつつ、同様の取組をほかの公共施設や民間施設に広めていくことで、建築物の脱炭素化を推

進できる。 

 

陸上風力発電については、再エネ発電容量のポテンシャルは大きいものの、環境影響評価等の実

施による事業実施までのリードタイムが長く、初期投資額も大きいため、まずはその実現可能性

の基礎調査から実施することになる。中小水力発電についても、その再エネ容量はそれほど大き

くなく、それに比べて初期投資額が大きいため、まずはその実現可能性の調査から実施すること

が現実的だと考えられる。 
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(3) 再生可能エネルギー技術の動向調査 

本項では、本市で導入可能な再生可能エネルギー技術について、中期目標として2030年度までの導入

に用いる既存技術と、長期目標として 2050 年までに実装が期待される革新的技術の動向調査を行っ

た。2030 年度までの導入に用いる既存技術は、再エネ導入ポテンシャルに関する調査の結果を踏まえ、

太陽光発電に関連する技術動向調査を行った。 

 

① 2030 年度までの導入に用いる既存技術 

太陽光発電は政府の進める「地域脱炭素ロードマップ」に示す、8 つの重点対策の中でも 1 番目に挙

げられるなど重要性が高い(図 68)。導入費用が必要ではあるものの、近年は PPAモデル（後述）によ

って初期投資ゼロでの屋根等への設備導入や、駐車場屋根等を活用（ソーラーカーポート）する取り

組みも増えつつある。また、太陽光発電単体では、発電した電力を安定して利用することが難しいた

め定置型蓄電池や EV/PHV、給湯機器などとの組み合わせを行うことが再エネ利用率の拡大という観点

で重要といえる。 

 

図 68 脱炭素の基盤となる重点対策62 

 

本項では、重点対策①として挙げられている「屋根置きなど自家消費型の太陽光発電」に関する動向

について調査結果を示す。 

 

まず、本調査では、技術動向調査を 2 つの観点に分けて実施した。すなわち、設備の性能効率や信頼

性に関わる工業技術観点での動向と、当該技術の導入をサポートする金融保険に関わる技術、いわゆ

る金融手法観点での動向の 2 つである。特に、自家消費型の太陽光発電に関しては、当該技術の技術

的信頼性に関する成熟度・設備導入に関わる知見・経験などの技術エコシステムが成熟してきたこと

を背景として、工業技術観点での動向のみならず金融手法観点での革新的な動きが起きている。 

次節では、まず太陽光発電システム全般のコスト動向やその導入促進の一つの要因となっている金融

手法観点での動向について概観したのちに、技術的観点での動向について調査結果を示す。  

                             
62 地域脱炭素ロードマップ（概要） 国・地方脱炭素実現会議 2021.6.9 より 
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(ア)金融手法観点での動向 

a 太陽光発電システムのコスト動向 

我が国では 2011 年より電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づ

き、再生可能エネルギーの普及が促進されてきた。再エネ措置法に基づく固定価格買取制度によって、

20 年間にわたる売電電力量の買取保証及び比較的高い水準の買取価格がインセンティブとなって再生

可能エネルギーの導入需要の拡大に寄与した。この結果、国内の発電電力量に占める再生可能エネル

ギーの比率（水力除く）は、2010 年の 1.7%から 2021 年の 10.3%まで拡大63（その 66%は、太陽光発電

由来の発電電力量である64）した。 

国内における導入費用の動向は、固定価格買取制度開始以降、一定のペースで低減が進んできている

(図 69)。 

 

 

図 69 太陽光発電システムの資本費推移65 

 

導入費用の低下と同様に 1kWh 当たりの発電費用についても低下を続けている。2021 年に設置された

太陽光発電システムの発電コストはおおむね 11～13\/kWh 程度の水準に到達しており、昼間時間帯の

高圧電気料金と十分競合する水準にまで低下している（図 70, 図 71） 

 

                             
63 資源エネルギー庁 日本のエネルギー2021 年度版 
64 BP “Statistical Review of World Energy 2022”より 
65 調達価格等算定委員会 第 82 回 資料 1より 
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図 70 太陽光発電システムの発電コスト推移66 

 

 

図 71 大手電力会社の電気料金平均単価（税抜）の推移67,68 

 

こうしたコスト観点での優位性の発揮並びに脱炭素化という潮流を受けて、事業用太陽光発電システ

ムを事業所に設置し、発電した電力を事業に活用する・・という動きが増加しつつある。制度開始当

初のステージでは地上設置型の太陽光発電システムの比率はほぼ 90%程度であったが、直近のデータ

によると地上設置型の比率は 77%まで低下。屋根上設置かつ自家消費型の太陽光発電システム比率は

23%にまで拡大している(図 72)。 

 

                             
66 調達価格等算定委員会 第 82 回 資料 1より 
67 調達価格等算定委員会 第 82 回 資料 1より 
68 実際には、電気料金に加えて再エネ賦課金を需要家は負担する必要がある。実質の負担金額は再エネ

賦課金（3.45\/kWh）を加えて、20\/kWh 程度と見込まれる 
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図 72 屋根設置の事業用太陽光発電の自家消費率推移69 

 

これら、太陽光発電システムの大量導入を支えた要因は技術そのものの信頼性の向上や、導入に関わ

る周辺産業（エンジニアリング会社、電気工事会社、土木工事会社･･･など）における知見・経験の

蓄積に加えて、導入を資金面で支えるファイナンス面での動きが進んだことが一因でもある。 

  

                             
69 調達価格等算定委員会 第 82 回 資料 1より 
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b 太陽光発電システム導入を支えるファイナンス 

事業資金を調達する場合の手法は、資本調達と負債調達の二つに大別される。この時、資本金は返済

義務のないお金、負債は返済義務のあるお金に分けられる。一般的に前者のほうは返済義務がない代

わりに、資金調達コスト（いわゆる金利）が相対的に高い傾向にある。この資金調達コストと事業を

通じて得られる利回り（いわゆる IRR）を比較して後者のほうが高ければ事業成立性の一要件を満足

しているといえる。固定価格買取制度における買取価格の水準もこうした資金調達コストと IRR の関

係性を踏まえて設定されており、買取を通じて一定の IRR（約 6%）が出るように設定されてきた。 

 

ただし、この 6%という数値は、資本調達を通じて目標とする数値に対して比較的低い水準である。つ

まり、太陽光発電事業を行うために資本市場を通じて資金調達を行う、ないしは上場企業が手元資金

を通じて投資を行う場合、自社に期待されている資金調達コスト以上の収益があげられるように発電

プロジェクトの収益性を改善する必要がある。 

 

しかしながら、発電プロジェクトの場合収益性を上げるための打ち手が限られている（売上側は、日

射量次第なので拡大させることは難しく、費用側は導入費用や保守点検コストなどが中心で、設備・

保守側に費用をかけないと運転中に停止リスクが高まる要因にもなってくる）。そこで、売上・費用

側の改善を行うだけでなく、資金調達側のコストを下げることによって事業性の確保を行う手法が広

く活用されてきた。具体的には、前述した資本調達だけでなく相対的に調達コストの低い負債調達を

行うことで調達コストを低減させる取り組みである(表 12)。 

 

表 12 太陽光発電システム導入を支えるファイナンススキーム 

技術 概要・特徴 背景 

リース 

(長期) 

長期(10 年～20 年)

リース。金利、固定

資産税、保険料、メ

ンテ料等が含まれ期

間中は合算して定額

固定払いとなる。融

資では金利の固定の

み担保されるが変動

するその他コストに

ついてはキャッシュ

フロー管理が煩雑に

なる。 

 再エネ・省エネ設備導入にあたっては年間導入メリ

ット額(例えば電気代コスト削減額/年)をイニシャ

ル投資で除した「単純回収年数」でその経済性を判

断する場合がある。リース組成にあたっては、単純

回収年数の約 2 倍の期間で導入設備をリース調達す

ればメリットの範囲内に支払いリース料が収まるこ

とから初年度から費用負担が発生しないことにな

る。 

 省エネ再エネ設備の投資判断に際して、通常、単純

回収年が 5 年超の場合は投資に至らないケースが多

いが、長期リースをセットにした設備導入スキーム

では顧客は費用負担なく初年度から導入メリットが

享受できる。家庭用自家消費型太陽光の導入手法

「ゼロ円ソーラー」等はこの仕組みを活用してい

る。 

 通常リース期間は 5 年程度であり長期ファイナンス

の組成にあたってリース会社は長期金利の固定技

術、動産総合保険の変動リスクを平準化技術等が求

められる。 

変動型リース 機械稼動時間や売上

高のようなリース物

 PPA(再エネ)収益は、季節変動が大きく発電未稼働

期間の金融機関への融資返済の準備金が必要にな
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件の将来の使用量に

直接関連する要因に

応じてリース料が決

まるリース契約 

る。  

 また多数の発電所を運営する場合、翌月の発電収益

の予測管理は難しく運転資金の手当ても煩雑にな

る。 

 大手エネルギー企業の中には PPA に資する太陽光設

備の資金調達に際し、事業資金の効率化と資金ショ

ートリスク回避の観点から発電収入に応じて返済額

が変動するリース契約を活用しているケースがあ

る。 

ノンリコース   

(リース) 

エネルギー事業者が

オンサイト型 PPA 事

業の再エネ設備調達

の際活用される設置

先の倒産リスク回避

のしくみ 

 PPA 事業は、通常 15年～20年程度の長期にわたる電

力供給契約を締結するため発電設備設置先の信用審

査を経て契約の可否を判断するのが一般的である。 

 審査セクションを持たない PPA 事業者においては、

与信リスクを実質的にヘッジする方法を構築しなけ

ればならず、リース会社に太陽光発電設備設置先の

審査を実質的に委託するノンリコースローン(リー

ス)を利用し発電設備を調達するケースが増えてい

る。 

 ノンリコースローンとは、特定の事業や、資産から

生じるキャッシュフローのみを返済原資とするロー

ンのことで万一返済できない場合でも、ほかの事業

や資産に影響が及ばないというメリットがある。 

 ノンリコース型リース契約を組成することでリース

会社は顧客の信用審査を経たうえでリース契約を締

結することから顧客が倒産した際には PPA 事業者は

リース代金の返済義務が免除される。 

 ノンリコースローンのデメリットは、リコースロー

ンに比べて金利が高く、審査も厳しいのでローンが

通りにくいというデメリットがある。 

 

こういった取り組みの背景には、再生可能エネルギーの特性を踏まえた固定価格買取制度の制度設計

が効いている。再生可能エネルギー、特に太陽光発電の場合は、日射量に応じて電力が発電される。

日射があれば発電するので、季節変動はあれど一年間の売上だけでなく 10 年、20 年といった見込み

の売電収入（キャッシュフロー）を見積もることが比較的容易である。加えて、発電した電力をすべ

て国で買い取るという保証を行っているため、収入が見込みやすいという特徴がある。金融機関観点

からは、融資を審査する際の信用度を左右する収入の安定性・確実性が見込みやすいという観点から、

上述したような様々な金融スキームが考案されている。 

 

さらに、近年は発電した電力を売電するタイプのプロジェクトだけではなく、発電した電力を事業所

において自家消費する案件においても同様のファイナンススキームが活用されるようになっている。

これは、全量売電の場合は買取主体が国であったのに対して自家消費案件の場合は、買取主体が企

業・事業者になる。また、自家消費案件の場合、電力を利用するユーザーと発電設備の所有者が異な

る形で事業が行われる形式も増加しつつある。これは、ユーザーに対して太陽光発電システムを販売

するのではなく、発電設備で発電した電力の供給を行う形態をとることから、電力調達契約（Power 

purchase Agreement: PPA）モデルと呼ばれ、ユーザー側に設備導入に必要な初期費用がない場合や、
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発電設備を自己取得した場合の運転・維持管理に関する手間をアウトソース可能なモデルとして企

業・自治体などを中心に拡大している。 

 

次節の技術観点での動向では、まず PPA モデルの実施事例などについて示したのちに、太陽光発電シ

ステムの先端的な利用事例、将来的な技術開発動向の概要を示す。 

 

(イ) 技術観点での動向 

a PPA モデルの実施事例 

その実施例として、たとえば三重県桑名市では PPA 事業にて公共施設（まちづくり拠点施設等 13 ヶ

所）に太陽光発電設備及び蓄電池を設置し、その運用・維持管理を受託事業者に委託している（図 

73）。今後、このような太陽光発電設備と蓄電池（EV 含む）を組み合わせた地域エネルギー管理モデ

ルが普及していくと考えられる。 

 

 

図 73 三重県桑名市の公共施設への再生可能エネルギー等導入事業（PPA 事業）70 

 

b 垂直設置型太陽光発電設備 

また、屋根上への設置のみならずほかのさまざまな場所への設置に関しても取り組みが進んでいる。

たとえば、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）に関しては、従来の田畑の上部空間に設置す

るもののほかに、両面ガラスモジュールの太陽光パネルを垂直に設置するものが出てきている。これ

は農作業の支障とならず、農地や牧草地等の柵として利用でき、東西向きに設置することにより既存

のメガソーラー等の太陽光発電設備の発電パターンを補完できるため、今後その普及が見込まれる

（図 74）。 

 

                             
70 オムロン ソーシアルソリューションズ株式会社 HP より 
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図 74 福島県二本松市での垂直設置型太陽光発電設備（左図）とそれを東西向きに設置した場合の発

電量の従来型との比較（右図）71 

 

c ペロブスカイト太陽電池 

日本の国土面積あたりの太陽光発電導入量は主要国トップであり、地域環境に悪影響を及ぼさない太

陽光発電の適地が不足してきている。その対策として、耐荷重の小さい工場の屋根やビル壁面等にも

導入できる、軽量・柔軟かつ変換効率や耐久性の高い次世代型太陽電池の開発が進められている。 

 

これまで開発されてきた太陽電池は大きくシリコン系、化合物系、有機系の 3 種類に分類され、現在

普及している太陽電池の 95%以上はシリコン系太陽電池である。それ以外の太陽電池はコスト競争力

の面からこれまで普及してこなかったが、有機系のペロブスカイト太陽電池は直近 7 年間で変換効率

が約 2 倍に向上する（シリコン系の約４倍のスピード）など飛躍的な成長を遂げており、今後の普及

が期待されている（図 75）。なお、実装中の技術であるため、現時点においては環境省の再エネ交付

金の補助対象メニューからは除外されている。 

 

                             
71 出所：RYOENG 株式会社（左図）、ルクサーソーラー株式会社（右図） より 
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図 75 ペロブスカイト太陽電池の開発状況72 

 

日本政府もグリーンイノベーション基金にてその研究開発を支援しており、一定条件下における発電

コストを 2025 年に 20 円/kWh、2030 年には 14 円/kWh にすることを目指している（図 55）。これが普

及すれば住宅や建築物の屋根や壁・ガラス面などへの設置が進み、その脱炭素化（ZEB/ZEH 化）が急

速に進むことが予想される（図 76）。 

 

図 76 ペロブスカイト太陽電池の実用化に向けた実施スケジュール73 

 

  

                             
72 「「次世代型太陽電池の開発」プロジェクトに関する研究開発・社会実装計画(案)の概要」 

2021 年 8月 資源エネルギー庁より 
73 「「次世代型太陽電池の開発」プロジェクトに関する研究開発・社会実装計画(案)の概要」 

2021 年 8月 資源エネルギー庁より 
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② 2050 年までに実装が期待される革新的技術の動向調査 

2050年までに実装が期待される革新的技術については、2030年までの導入に用いる既存技術で取り上

げた太陽光発電の将来的な動向について調査を行った。 

 

太陽光発電は、シリコン系、化合物系、有機系、量子系の 4 系統に大きく大別することができる。上

述したように、現在市場の主流となっているのはシリコン系である。シリコン系の変換効率は、現在

15～19%程度で理論変換効率は 29%であるものの実力値としての変換効率の成長スピードが遅くなりつ

つある。また、シリコン系はシリコンウェハー上に半導体層を形成するため、曲面加工が難しいとい

った特性やかつシリコンウェハーを外乱から保護するために強化ガラスが必要となるなど重量が重く

なるといった課題がある。他方、有機系や化合物系は、研究開発段階ではあるものの曲面追従性を要

し、かつ軽量といった特徴があるとともに、その理論変換効率はシリコン系を上回っている（図 77）。 

 

 

図 77 太陽光発電の技術分類74 

 

したがって、太陽光発電に関する今後の動向としては、現在のシリコン系における低コスト化・変換

効率向上に関する取り組みはこれまで通り継続しつつ、これまでのシリコン系では設置が難しかった

場所（建築物等の壁面や移動体）等への設置普及を狙って化合物系や有機系の太陽光発電の研究開発

が進んでいくのではないかと推察される。特に、印刷形式での製造が可能なペロブスカイト方式は、

シリコン系とのタンデムも可能であることから、高効率化を狙いやすいのではないかと考えられる。 

また、2030 年代以降は日本含めた先進諸国において 2010 年代に設置した太陽光発電システムが設置

後20年超を迎える時期でもある。事業の休止に伴う発電パネルの大量廃棄等が行われるだけでなく、

                             
74 NEDO 太陽光発電戦略 2020、Jinko Solar ニュース記事、Canadian Solar ニュース記事、東京大学ニ

ュースリリース等を元に作成 

太陽光発電

シリコン系

化合物系

有機系

量子系

単結晶

多結晶

Ⅲ-V族系
（GaAS等）

Ⅱ-V族系
(CdTe等)

多元系
（CIGS/CIS）

19%

15%

変換効率
（実力値）

変換効率
（理論値）

ペロブスカイ
ト

有機系半導
体

色素増感

• 現在普及している太陽光発電の97%を占め
る。

• 単結晶が住宅用、多結晶がメガソーラー用
として大別。

29％

29%

• 化合物系は製造時の投入エネルギーが少な
いことや、省資源で製造可能という特徴があ
る。特にⅢ-V族系は、Si系以上の変換効率
が実現可能。

• ただし、基盤が非常に高価なため製造コスト
が高いという課題がある。

12.8％

37%

8-12%

• ペロブスカイトは、軽量かつ柔軟な曲面追従
性を有しかつ、印刷形式の製法で製造が可
能という特徴がある。またSiとのタンデムも可
能。ただし、研究開発段階

• 有機系半導体と色素増感は、変換効率が
低く10%未満

10%未満

16～22%

33%

• 赤外光を変換できるため発熱しない。ただし、
加工難易度が非常に高く、R&D段階

13.8~26.8
%

75%

技術分類 概要
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事業継続に向けたパネルの更新（リパワリング）なども行われることが見込まれている。このリパワ

リング需要に対して、シリコン（Si 系）とペロブスカイトのタンデムパネルが活用される可能性も考

えられる。以上のシナリオをまとめたものを下図に示す（図 78） 

 

 

図 78 太陽光発電の長期的な方向性75 

 

以上を踏まえた、西条市の再生可能エネルギー導入戦略に対する含意としては、2030年まで、と2030

年以降とで大きく 2 つの意味合いがあるものといえる。まず、2030 年までは前述したような既存技術

ベースでの導入を金融的手法を活用しながら促進をしていくための方策が効果的と考えられる。平行

してペロブスカイトなどの次世代太陽電池の技術革新状況を踏まえながら、これまでのシリコン系太

陽光発電では設置重量等の観点で設置が困難だった公共施設等を中心にペロブスカイト太陽電池の試

験設置を実施し、設置にかかる課題やあい路事項、他の民間施設や一般住宅等に対して展開していく

うえでのデータ取りを行っていくことが重要といえる。 

 

その後 2030 年以降は、2033 年ごろより始まる固定価格買取終了に伴うメガソーラーの休止・廃止と

いった事象に対する対策が必要となる。この事象に対しては、タンデムパネル等を用いたリパワリン

グの促進を行うような制度措置を行うことで、域内における再エネ比率の維持を進めていくことが必

要になってくると考えられる。合わせて、ペロブスカイト太陽電池の設置範囲拡大に伴って、一般住

宅の壁面・窓等のこれまで設置が図られていない場所への設置を促進する制度措置を行っていくこと

が将来的に必要になってくるといえる。 

                             
75 経済産業省 令和 2年度地球温暖化対策における国際機関等連携事業 報告書等を参考に追記して作

成 

• SI+ペロブスカイトのタンデムによる、既存
メガソーラー等のリパワリング

2022年 2030 2040 2050年

Si系

Si+
ペロブスカイト

ペロブスカイト

ペロブスカイト

Siの理論変換効率

ペロブスカイトの
理論変換効率

29%

33%

Si系
理論効率に到達＋
相当程度に低コスト化

タンデム化により
低コストで高効率化を達成

高効率・軽量・柔軟・
壁面・移動体用途で普及

• 地上設置
• 屋根上設置

• ビル壁面
• 業務用車両

（バス・トラック）

• 一般住宅の壁面・窓
• 乗用車等の一般車両

変
換
効
率

設
置
範
囲
の
広
が
り

ペロブスカイトの
試験採用が開始

マスマーケット
への適用が始まる
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(4) データの整理 

データの整理では、地域概況調査の結果並びに再生可能エネルギー導入ポテンシャル・導入状況

の調査結果を地図データ上にマッピングする形で整理を行った。地域毎のエネルギー需給バラン

スに関しては、図 79 の西条市のエネルギーフロー図において地域へのエネルギーインプットと

消費を一元化して整理しているため、改めて再掲する。 

 

 

図 79 西条市のエネルギーフロー図（再掲） 

 

 

次ページ以降に、地域概況調査の結果並びに再生可能エネルギー導入ポテンシャル・導入状況の

整理結果を示す（図 80～図 85）。
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図 80 太陽光発電（建物設置）に関するデータ整理結果 

分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0 件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路

1.56MW
（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ

ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 

 

 

発電技術別

導入状況

導入ポテンシャル

(kW)

93,016 
134,157 141,049 148,519 157,017 161,156 165,397 

0
50,000

100,000
150,000
200,000

太陽光（10kW未満）
太陽光（10kW以上）
再エネ全体

太陽光発電
（土地）

陸上風力発電 中小水力発電 地中熱発電 木質バイオマス
太陽光発電
（建物）

データ整理マップ

太陽光発電
公共施設・住宅・民間建築物の屋根

678MW
（詳細はREPOS参照のこと）
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図 81 太陽光発電（土地）に関するデータ整理結果 

発電技術別

導入状況

導入ポテンシャル

(kW)

データ整理マップ

太陽光発電
（土地）

陸上風力発電 中小水力発電 地中熱発電 木質バイオマス
太陽光発電
（建物）

93,016 
134,157 141,049 148,519 157,017 161,156 165,397 

0
50,000

100,000
150,000
200,000

太陽光（10kW未満）
太陽光（10kW以上）
再エネ全体

太陽光発電
農地・耕作放棄地・ため池

2,508MW
（詳細はREPOS参照のこと）

分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0 件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路

1.56MW
（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ

ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 
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図 82 陸上風力発電に関するデータ整理結果 

発電技術別

導入状況

導入ポテンシャルデータ整理マップ

93,016 

134,157 141,049 148,519 157,017 161,156 165,397 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

陸上風力発電 再エネ全体(kW)

太陽光発電
（土地）

陸上風力発電 中小水力発電 地中熱発電 木質バイオマス
太陽光発電
（建物）

陸上風力発電
123MW

分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0 件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路

1.56MW
（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ

ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 
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図 83 中小水力発電に関するデータ整理結果 

農業用水路
1.5MW

吉居川

御塔谷川
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分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0 件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路

1.56MW
（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ

ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 
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図 84 地中熱に関するデータ整理結果 

発電技術別

導入状況

導入ポテンシャル

93,016 
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0
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100,000

150,000
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地中熱発電 再エネ全体(kW)

データ整理マップ

太陽光発電
（土地）

陸上風力発電 中小水力発電 地中熱発電 木質バイオマス
太陽光発電
（建物）

分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0 件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路

1.56MW
（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ

ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 
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図 85 木質バイオマスに関するデータ整理結果 

発電技術別

導入状況

導入ポテンシャル

93,016 

134,157 141,049 148,519 157,017 161,156 165,397 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

バイオマス発電 再エネ全体(kW)

データ整理マップ

太陽光発電
（土地）

陸上風力発電 中小水力発電 地中熱発電 木質バイオマス
太陽光発電
（建物）

分野 現況 市の公式目標 
推奨される目標 再エネ導入 

ポテンシャル 2030 年 2050 年 

太陽光発電      

公共施設 
296kW（2015 年 3

月） 
未定 

政府実行計画に準じ
た実施：2030 年度ま

でに設置可能な公共施

設（敷地含む）の 50%

以上に設置 

2040 年度までに設置可能

な公共施設（敷地含む）

の 100%に設置 
678MW

（REPOS） 

住宅・民間
建築物 

18MW（10kW 未

満、3,850 件）（住

宅用は 2,874 件

（2020 年度）） 

ZEH の戸建て
住宅 0 件（2020

年度） 21 件
（2030 年度） 

20MW 程度 

120MW（REPOS が示すポ

テンシャルの 2割程度）

（野心的な目標は

314MW） 

農地・耕作
放棄地 

不明（10kW 以上

の設備の合計

147MW の内数） 
未定 実施可能性調査 

12.5MW（経営耕地の 1％

に営農型、耕作放棄地の

1％に野立てを設置） 2,508MW 
(REPOS) 

ため池 なし 未定 実施可能性調査 
ポテンシャルの高い事業

の実施 

陸上風力発
電 

なし 未定 
REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた基

礎調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 
123MW (REPOS) 

中小水力発
電 

49.9kW（志河川ダ

ム） 
未定 

REPOS が示すポテンシ

ャルの実現に向けた可

能性調査 

ポテンシャルの高い事業

の実施 

河川 50kW、
農業用水路

1.56MW
（REPOS） 

地中熱（地
下水熱） 

1,513kW（市役所

庁舎新館） 
未定 実施可能性調査 

10MW 程度（地下水量 1

万㎥/日程度） 
69 億 MJ
（REPOS） 

木質バイオ
マス 

累計 255ha 整備
（2014 年度～2018

年度） 

700ha 整備
（2014 年度～

2024 年度までの

累計） 

間伐材等の搬出ルー
ト（作業道）の整

備、燃料チップの製
造、木質チップボイ

ラーの需要開拓 

公共施設が使用する化
石燃料（熱需要）の代
替：年間 6,000 トンの木

質チップを製造し、その

うち 3,400 トンを市施設

に供給、2,600 トンを民

間で利用 
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３ 将来の温室効果ガス排出量に関する推計 

(1) 将来の温室効果ガス排出量の推計 

「第 2期西条市総合計画 後期基本計画（令和 2～6年度）」の「第 2章 将来人口の推計」による

と、西条市の人口は 2015 年の 108,174 人から、2045 年には 78,307 人にまで減少する（29,867 人

減、28%減）と予測されている（2013 年及び 2018 年の国立社会保障・人口問題研究所の推計値を参

考に西条市自治政策研究所が推計）。これに対し、「第 4章 人口に関して目指すべき将来の方向

性」では、市内の合計特殊出生率（2012 年に 1.72）を 2030 年までに国民希望出生率である 1.8 ま

で上昇させ、それを維持しつつ、生産年齢人口を中心とする市内への純移動数を増加する（市外か

らの転入を促進し、市外への転出を抑制する）施策を実施し、その影響を軽減することを「目指す

べき将来の方向性」としている。その場合、西条市の人口は 85,000 人程度と推計され、2015 年と

比較した人口減少は 23,000 人程度（21%減程度）となる（図 86）。 

 

 

図 86 西条市における人口の将来展望と参考値 （単位：人）76 

 

将来の温室効果ガス（GHG）排出量を推計するとき、これが一つの目安となる。すなわち、2015 年

から 2045 年の 30 年間で 2 割程度の人口減が予測されており、これが GHG 排出量にもあてはまると

考えられる。仮に産業部門、運輸部門、業務その他部門、家庭部門、廃棄物分野の GHG 排出量のい

ずれもが同程度減少するとした場合、2019 年度の GHG 排出量 2,219 千 t-CO2 が 2030 年には

2,000t-CO2 程度、2050 年には 1,700～1,800 千 t-CO2 程度に減少することになる。このうち、業務

その他部門と家庭部門に関しては、その合計 218 千 t-CO2（2019 年度）が 2030 年には 200 千 t-CO2

程度、2050 年には 170 千 t-CO2 程度に減少することになる。 

 

  

                             
76 第 2期西条市総合計画 後期基本計画（令和 2年度～6年度）より 
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(2) 脱炭素シナリオにおける将来の温室効果ガス排出量の推計 

西条市の脱炭素シナリオとして、BAU シナリオに対し、表 11 に示した太陽光発電の導入目標

（2030年に 20MW、2050年に 120MW）を実現した場合の民生部門の CO2排出量を推定すると、2030

年は 187千 t-CO2、2050年は 85千 t-CO2まで削減できる（表 13）。このとき、太陽光発電は2030

年以降、毎年 5MW ずつ増える計算としている。2050 年カーボンニュートラル達成のためには、さ

らなる削減が必要となるが、それは既存の FIT による太陽光発電の FIT 期間後の継続や、ZEB や

ZEH などの省エネ等の推進により補完することになる。 

 

表 13 西条市の脱炭素シナリオ（BAU 含む）：太陽光発電設置による民生部門の CO2 排出量削減予測 

 

 

(3) カーボンニュートラル実現に向けた方向性 

環境省「自治体排出量カルテ」における西条市の 2019 年度の GHG 排出量は 2,219 千 t-CO2 と算定

されており、無対策（BAU シナリオ）でもこれが 30 年後に 2割程度減少する（1,700 千 t-CO2 程度

になる）と予想される。このうち、業務その他部門と家庭部門に関しては、その合計 218 千 t-CO2

が 30 年後には 170 千 t-CO2 程度にまで減少すると予想される。これに加え、以下に示すような各

部門の削減努力により、2050 年カーボンニュートラルを目指すことになる(表 14)。 

 

表 14 西条市の部門別 カーボンニュートラルに向けた打ち手の方向性77 

電力・熱部門 再生可能エネルギー・熱の最大限の導入 

産業部門 省エネ設備等の導入促進、再生可能エネルギー利用等の推進 

運輸部門 電気自動車（EV）や燃料電池車（FCV）等の普及と、その電源の

再エネ化 

業務部門 建築物の省エネや ZEB 化、再生可能エネルギー利用等の推進 

内、家庭部門 住居の省エネや ZEH 化、再生可能エネルギー利用等の推進 

 

(4) 森林吸収量に関する推計と森林管理プロジェクトの J クレジット化可能性 

① 森林の炭素蓄積量 

                             
77 各種データから作成 

年 2019 2020 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2035 2040 2045 2050

人口予測 [人]*
1 104,314 105,051 101,365 100,588 99,811 99,035 98,258 97,481 93,499 89,367 85,279 81,191

GHG排出量*2 [千t-CO2/年] 2,219 2,203 2,127 2,111 2,095 2,079 2,063 2,047 1,965 1,879 1,795 1,711

A. 民生部門*2 [千t-CO2/年] BAUシナリオ 218 216 209 207 206 204 203 201 193 185 176 168

太陽光発電設置容量 [MW] 1.0 1.0 3.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

太陽光発電設置容量累計 [MW] 1.0 2.0 5.0 10.0 15.0 20.0 45.0 70.0 95.0 120.0

B. CO2排出削減量*3 [千t-CO2/年] 0.7 1.4 3.5 6.9 10.4 13.9 31.3 48.6 66.0 83.4

A-B　民生部門 [千t-CO2/年] 脱炭素シナリオ 208 206 202 197 192 187 162 136 110 85

＊1　西条市の「目指すべき将来の方向性」：2030年までに国民希望出生率である1.8まで上昇させ、それを維持しつつ、生産年齢人口を中心とする市内への純移動数が増加する（市外

からの転入が増え、市外への転出が抑制される）と仮定

＊2　GHG排出量は人口予測と比例して減少すると仮定

＊3　排出係数を0.579kg-CO2/kWh（地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック参照）、設備利用率13.7%（年間1,200時間）で計算
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西条市の森林面積は 34,473ha あり、そのうち針葉樹が 23,545ha（約 68％）、広葉樹が 10,928ha

（約 32%）である（西条市農林水産部の 2022 年度のデータより）。愛媛県において最も多い針葉樹の

林齢は 56～60 年生であり、これを適用すると、西条市の針葉樹林における炭素固定量は 1,931 千ト

ン程度と推定される（1ha あたり 82 トンで計算78）。広葉樹の炭素固定量も同程度と仮定すると 896

千トン程度となり、計 2,827 千トンとなる（表 15）。 

 

表 15 西条市の森林による炭素固定量の推計 

樹種 
面積 

[ha] 

単位炭素

固定量 

[t/ha]79 

1 年間の炭素吸収量 炭素固定量 [千 t] 

1ha あたり

[t/ha/年]80 
[t/年] 現在 2030 年 2050 年 

針葉樹 23,545 82 2.4 56,508 1,931 2,383 3,890 

広葉樹 10,928 82 1.0 10,928 896 983 1,202 

合 計 34,473 - - 67,436 2,827 3,366 5,092 

 

森林 1ha あたりの年間の炭素吸収量を、針葉樹は 2.4 トン、広葉樹は 1トン（図 87 参照）とする

と、西条市全体では、針葉樹は 56,508 トン/年、広葉樹は 10,928 トン/年、計 67,436 トン/年吸収

していることになる。これは CO2 換算（44/12 倍）では、247 千トン/年となる。この炭素吸収量が

継続すると仮定すると、2030 年の炭素固定量は 3,366 千トンに増加する。西条市では 2014 年度～

2018 年度に年間平均 300ha の間伐が実施されており（市発注事業、県発注事業、国・県等の補助事

業の合計）、市発注事業のうち、「水源の森整備事業」及び「森林経営管理推進事業」により 2014

年度～2024 年度までに 700ha の放置林等を整備する目標値を設定している。それらの継続により年

間 300ha 程度の森林整備が進むとして、それにより炭素吸収量が 80,876 トン/年（CO2 換算 296 千

トン/年）まで増加すると仮定すると、2050 年の炭素固定量は 5,092 千トンとなる81（表 15）。 

                             
78 林野庁 森林整備部 森林利用課「森林はどのぐらいの量の二酸化炭素を吸収しているの？」による

と、「適切に手入れされている 36～40 年生のスギ人工林は 1 ヘクタール当たり約 302 トンの二酸化炭素

（炭素量に換算すると約 82 トン）を蓄えて」おり、「1年間に吸収する二酸化炭素の量は、約 8.8 トン

（炭素量に換算すると約 2.4 トン）」と推定されている。 
79 出所：林野庁 森林整備部 森林利用課「森林はどのぐらいの量の二酸化炭素を吸収しているの？」 
80 出所：森林・林業学習館「樹種別・林齢別炭素吸収量」 
81 年間 300ha の森林整備（主に針葉樹）が進むとすると、2050 年には計 8,400ha（＝300ha/年×28 年

間：針葉樹全体の 1/3 程度）が整備されることになる。この炭素吸収量が年間 4トン/ha とすると、年

間の吸収量は 33,600 トン/ha/年になる 。その他の整備されない針葉樹 15,145ha（＝23,545ha–

8,400ha）の 1ha あたりの炭素吸収量が 2.4 トン/ha/年まで減少すると仮定すると年間の吸収量は

36,348 トン/年となり、計 69,948 トン/年となる。他方、広葉樹の炭素吸収量は変わらず 10,928 トン/

年とすると、森林全体の年間の炭素吸収量は 80,876 トン/年（CO2 換算 296 千トン/年）となる。これが

継続すると、2050 年の炭素固定量は 5,092 千トンとなる（現在の固定量（2,827 千トン）＋将来の固定

量（80,876t/年×28 年））。 

ただし、整備されない針葉樹 15,145ha（針葉樹全体の 2/3 程度）が高齢化し、年間の炭素吸収量が

1.5 トン/ha まで減少するとした場合、その炭素吸収量は 22,718 トン/年となり、針葉樹全体で 56,318

トン/年、広葉樹と合わせて 67,246 トン/年となる。この値は現在の炭素吸収量 67,436 トン/年より少

なくなっており、これより炭素吸収量の維持には、残り 2/3 の高齢化した針葉樹の整備も必要なことが

わかる。したがって、年間 300ha の森林整備を通じ、それを事業化し、針葉樹全体、また広葉樹も含め

た森林全体の整備を進める実施体制の構築が求められる。 
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図 87 樹種別・林齢別炭素吸収量82 

 

これより、森林整備による炭素吸収量は年間 25万～30 万 t-CO2 が期待できることになる。これは

2019 年度の西条市の民生部門（家庭部門と業務その他部門）の排出量 22万 t-CO2 を上回り、これ

を考慮すると、その他の CO2 排出削減策や再エネ導入が不要となってしまう。ただし、西条市の運

輸部門の排出量は 25 万 t-CO2、産業部門は 222 万 t-CO2 あるため、森林整備による炭素吸収量はこ

れら両部門の排出削減の相殺分として考慮することが適当と考えられる。 

 

② 森林管理プロジェクトの Jクレジット化可能性 

適切な森林管理の推進により、それによる CO2 排出削減・吸収量を J-クレジット化し、カーボンニ

ュートラルを目指す民間企業等に販売できる可能性がある（図 88）。 

 

                             
82 出所：森林・林業学習館「樹種別・林齢別炭素吸収量」 
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図 88 J クレジット制度の概要83 

 

森林管理プロジェクトに適用される J-クレジットの方法論には、①森林経営活動（FO-001）、②植林

活動（FO-002）、③再造林活動（FO-003）があり、2022年 10月末時点の登録プロジェクト数は①が 65

件、②は登録なし、③は 2022 年 8月に策定された方法論であり、まだ実績がない（表 16）。 

 

表 16 森林管理プロジェクトに適用されるＪクレジットの方法論と登録プロジェクト数84 

 

 

森林経営活動プロジェクト（方法論 FO-001）の対象となる森林は森林経営計画を策定している森林

で、最大 26 年間（認証対象期間 8～16 年＋その後 10 年）に亘り継続的な森林管理の担保が求めら

れる。プロジェクト実施地では、造林・保育・間伐面積に林齢に対応する幹材積成長量等を乗じ吸

収量を算定し、主伐面積に林齢に対応する幹材積等を乗じ排出量を算定する。伐採木材について

                             
83 J クレジット制度ウェブサイトより 
84 「Ｊクレジット制度について：森林管理プロジェクトを中心に」Ｊクレジット制度事務局 
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も、出荷した製材用材や合板用材の出荷量に加工歩留まりや永続性残存率を乗じ製品中に固定され

る吸収量を算定し、クレジット化できる。 

 

森林経営活動プロジェクトの平均的な吸収量は 1ha あたり約 5t-CO2/年とされ、これを西条市の森

林管理面積年間 300ha に乗じると、吸収量は 1,500t-CO2/年となる。2022 年 9 月に始まった東京証

券取引所のカーボン・クレジット市場の実証事業において森林吸収 J-クレジットは 15,000 円/t-

CO2程度で取引されているため（図89）、この価格で販売できたと仮定すると、年間2,250万円程度

の収入が期待できることになる。ただし、西条市が進める森林経営管理推進事業は森林経営計画に

基づかない森林整備であるため、このままでは J-クレジットの対象とはならない。したがってその

クレジット化は容易ではなく、クレジット化の対象となるのは、すでに森林組合等が作成している

森林経営計画のある森林（西条市内には約 2,500ha ある）に限られることになる。 

 

 

図 89 森林吸収クレジットの販売単価85 

 

J-クレジット化には、①プロジェクトとして登録し、②実際の活動状況をモニタリングし、③その

結果に基づきクレジット認証を申請する 3 ステップが必要にある。認証対象期間（原則 8 年間）中

の一定期間の活動実績をモニタリングした結果に基づき、クレジット認証を申請することになる。

クレジット認証には第三者機関による妥当性確認（プロジェクト登録に関する審査；費用の相場は

                             
85 「Ｊクレジット制度について：森林管理プロジェクトを中心に」Ｊクレジット制度事務局 
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プロジェクトあたり 75 万～100 万円）と検証（クレジット認証に関する審査）の審査が必要であり、

その費用は、前者については 80%、後者については 100%の支援制度がある。 

 

③ J-クレジットの活用事例 

地域の森林から創出される J-クレジットは、企業が温対法における CO2 排出量の調整に使えるほか、

ボランタリーな取り組みにおける CO2 削減活動である「カーボン・オフセット」に用いることがで

きる。 

 

(ア) 商品・サービスのカーボンオフセット 

企業が自社の商品やサービスの付加価値向上等を目的として、商品の製造工程やサービスの利用時

などに生じる CO2 排出量をカーボン・オフセットする手法のほか、「１商品あたり１㎏-CO2 の削減」

のように、商品の購入により一定の CO2 の削減につながる「カーボン・オフセット付き」商品のよ

うな取り組みや、商品の売り上げの一部をクレジットの購入額に充て、クレジットを創出する森林

づくりのプロジェクトなどを応援する「寄付型オフセット」という取り組みがある。 

  

カルネコ株式会社では、顧客から発注を受けて作成する POP 等の印刷物の製造と輸送における CO2

排出量をカーボン・オフセットによりゼロにして納入することで、顧客のプロモーション活動の環

境負荷を低減させる取り組みを続けている。オフセットに用いるクレジットを国内各地の森林プロ

ジェクトから調達することで、オフセットを通じて顧客が森づくりに貢献することもできる取り組

みとして展開中（図 90）。 

 

 

図 90 令和 3年度東北地域カーボンオフセットグランプリ資料 

 

(イ) 久万高原町と ENEOS の連携協定 
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久万高原町と ENEOS ホールディングス株式会社は、「森林を活用した脱炭素社会の実現」に向けた

連携協定を締結し、久万高原町有林における間伐によって創出される J-クレジットを、ENEOS が事

業により排出する CO2 をカーボン・オフセットするために継続的に買い取るスキームを構築してい

る。 

これにより、ENEOS は自社の CO2 が削減でき、久万高原町は森林の持続可能な整備間伐を行うこと

が可能となる（図 91）。 

 

 

図 91 久万高原町と ENEOS の連携協定86 

  

                             
86 エネオスホールディングス ニュースリリースより引用 
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(ウ) 秋田県横手市における Jクレジットの活用事例 

森林由来の J-クレジットは、SDGs に向けた取り組みとして実施されることも多く、脱炭素に関連

する目標 13「気候変動に具体的な対策を」のみならず、様々なコベネフィットにつなげることが可

能（図 92）。 

秋田県横手市では、市有林の整備育成により創出される J-クレジットの活用により社会環境に貢献

できる仕組みをウェブサイトで紹介し、これに共感する多くの地域事業者が継続的なクレジット購

入を続けている（図 93）。 

 

図 92 秋田県横手市における Jクレジットの活用事例87 

 

図 93 森林と SDGｓの連携可能性88 

  

                             
87 秋田県横手市ホームぺージより引用 
88 秋田県横手市ホームページより引用 
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４ 将来ビジョン・脱炭素シナリオの作成 

西条市の脱炭素化及び再エネ導入に関わる計画には、以下の 4つがある。 

 第 2期西条市総合計画 後期基本計画（令和 2～6年度） 

 西条市 SDGs 未来都市計画 

 第 2期西条市環境基本計画（2017 年 3月）、同 中間報告（2022 年 3月） 

 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5年計画（令和 3～7年度）」 

西条市の脱炭素シナリオ及び将来ビジョンの作成にあたり、まずはこれら既存計画の関連する箇所

を確認する。これらの内容はお互いに重なる部分も多いため、以下、「西条市 SDGs 未来都市計画」

及び「西条市第４期地球温暖化対策実行計画」を中心に、その主要部分を見ていく。 

 

(1) 西条市の脱炭素化及び再エネ導入に関わる計画（現状） 

① 西条市 SDGs 未来都市計画 

西条市は「西条市 SDGs 未来都市計画」において、2030 年のあるべき姿として、経済、社会、環境

の統合的取組を推進し、「森林資源が吸収する CO2 に加え、再生可能エネルギーの導入促進による

CO2 排出抑制が図られ、地球にやさしいカーボンニュートラルが実現できる都市」を目指すことと

している（図 94）。 

 

 

図 94 西条市 SDGs 未来都市計画の概要89 

 

                             
89 西条市ホームページより 
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その実現に向け、2021年 4月、西条市は全庁横断的な「西条市まち・ひと・しごと創成・SDGs推進

本部」を設け、その下に重要プロジェクトごとにその調整や評価を担うプロジェクトチーム会議を

設置している（図 95）。また民間企業や各種団体と連携した公民連携のまちづくりを推進するため、

2022 年 1 月、「西条市 SDGs 推進協議会」を設立し、計 520 団体が正会員及びパートナー等として登

録している（2023 年 1月末時点）。 

 

本支援業務の目的である地域脱炭素化及び再エネ導入戦略策定は、「西条市 SDGs 未来都市計画」が

示す目標「全ての事務事業を通じた温室効果ガス排出量の削減（2013 年度の 36,335t-CO2/年から

2030 年度には 21,874t-CO2/年に削減）」と合致するため、その推進及び実施にはこれら既存の組織

を活用することが妥当といえる。 

 

 

図 95 西条市 SDGs 未来都市計画の庁内の実施体制 

  

「西条市SDGs未来都市計画」の中で本事業と直接的な関わりがある具体的な指標を抽出すると、表 

17 に示すものがある。表中のオレンジ色の部分は「西条市第４期地球温暖化対策実行計画」から、

水色の部分は「第 2 期西条市環境基本計画」及びその中間報告から、緑色の部分は「第 2 期西条市

総合計画 後期基本計画（令和 2～6年度）」から引用した。 
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表 17 西条市の脱炭素化に直接的に関係する SDGs 未来都市計画等の指標90 

分野 指標 現在 2030 年度の目標 

GHG 排

出削減 

全ての事務事業を通じた温室

効果ガス（GHG）排出削減 

36,335t-CO2/年 
（2013 年度） 

21,874t-CO2/年 
（40%減） 

「職員の取組」による GHG 排

出削減 

22,172t-CO2/年（2013

年度） 
10,864t-CO2/年（51%減） 
15,365t-CO2/年（2025 年度） 

廃棄物

管理 

ごみ減量による GHG 排出削減 14,378t-CO2/年（2013

年度） 
7,189t-CO2/年（50％減） 
9,489t-CO2/年（2025 年度） 

リサイクル率の向上 9.9%（2017 年度） 12% 

建築物

の省エ

ネ 

戸建て住宅における ZEH を導

入した件数の増加 

0 件 
（2020 年度） 

21 件 
（2021～23 年度：累計） 

森林管

理 

林業産出額の増加 2 億 2,900 万円 
（2019 年度） 

3 億 3,000 万円 
（44%増） 

多面的機能の回復を目的とし

た放置林の整備面積の増加 

計 255ha 
（2019 年 3 月） 

計 626ha 
（2024 年 3 月） 

MIZUMORI 事業を機会とした

認定林業経営体の増加 

7 事業体 
（2018 年度） 

8 事業体 
（2024 年度） 

森林経営計画作成面積 2,153ha（2018 年度） 2,500ha（2024 年度） 

林道の整備 27,350m（2018 年度） 33,850m（2024 年度） 

西条産材活用促進事業の活用

件数 

19 件（2018 年度） 25 件 
（2024 年度） 

CLT を使用した建築物 2 棟（2019 年度） 7 棟（2024 年度） 

森林環境譲与税を活用した森

林経営管理事業の実施面積 

0ha（2019 年度） 100ha 
（2024 年度） 

水源の森整備事業の実施面積 255ha（2014～2018 年度

までの累計） 
700ha（2014～2024 年度まで

の累計） 

出所：西条市 SDGs 未来都市計画  

オレンジ色：西条市第４期地球温暖化対策実行計画 

水色：第 2期西条市環境基本計画（2017 年 3 月）同 中間報告（2022 年 3月）  

緑色：第 2期西条市総合計画 後期基本計画（令和 2～6年） 

 

 

 

② 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5年計画」 

西条市の第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7 年度）」は、行政事

務・事業より排出される温室効果ガス総排出量に関する数量的な削減目標及び削減措置を定めた地

方公共団体実行計画の「事務事業編」である。区域の温室効果ガス（GHG）排出量削減を推進する

「区域施策編」ではないため、市全体の GHG 排出削減目標はまだ設定されていない。同計画では

2013年度から 2025年度までに GHG 排出量を 32%削減、2030 年度には 50%程度削減する目標としてお

り、そのうちの 4割程度はごみ減量による効果を想定している（図 96）。 

 

                             
90 西条市 SDGs 未来都市計画 
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図 96 西条市の地方公共団体実行計画「事務事業編」における温室効果ガス排出削減目標91 

 

削減対象施設における 2020 年度（令和 2年度）の排出量31,066t-CO2 の内訳を見ると、電気が最も

多く（53%）、次いで廃プラスチック焼却（36%）、その他の燃料となっている（図 97）。 

 

図 97 西条市の温室効果ガス削減対象施設の排出源の構成（左図）とその排出量の推移92 

 

このうち、電気使用量の削減に関しては、各施設の省エネや ZEB 化、さらに再エネ電力の利用（そ

の元となる再エネ導入や PPA 事業等による自家消費型の太陽光発電の設置）を進めることになる。

その主な対象は、電気使用量の多い施設を対象とすることが考えられる（図 98）。 

                             
91 西条市第四期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 カ年計画（令和 3-7 年度）」より 
92 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7年度）」より 
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図 98 電気の主な利用施設（左図）とその GHG 排出状況の推移93 

 

廃プラスチック焼却に関しては、発生源等でのごみ分別やリサイクルの促進によるごみ発生量の抑

制を進めることになる。これについては、「西条市一般廃棄物処理基本計画 中間見直し（令和 4 年

3 月改定）」において、令和 7 年度（2025 年度）に発生・排出量を令和元年度比 8.7%削減し、リサ

イクル率を 9.6%から 12%以上にし、最終処分量を年間 8,002 トンから 7,050 トンに削減する目標が

示されている（図 99）。 

 

 

図 99 西条市一般廃棄物処理基本計画〈中間見直し〉における目標値94 

なお、稼働後30年以上が経過する道前クリーンセンターは老朽化が顕著となっており、施設の延命

化（10年間程度）のため、基幹的設備の改良を令和 3年度～6年度の間に約 60億円かけて実施中で

                             
93 西条市第４期地球温暖化対策実行計画「CO2 ダイエット 5 年計画（令和 3～7年度）」より 
94 西条市一般廃棄物処理基本計画 中間見直し（令和 4年 3月改定）概要版より 
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ある 。現在、道前クリーンセンターは電気使用量が市内最大の公共施設となっているが、基幹的設

備の改良を通じて、その改善が期待される。他方、愛媛県では「愛媛県ごみ処理広域化・集約化計

画（令和４年３月）」において、ごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化を進めており、西条

市は新居浜市及び四国中央市と検討を始めた。今後、ごみ処理施設の集約化が実現すれば、ごみの

排出抑制とリサイクルの推進、売電や PFI 等の手法も含めた民間活力の活用等による廃棄物処理経

費の抑制、電気や熱として廃棄物エネルギーの効率的な回収などが期待される。 

 

残りの排出源である「その他の燃料」のうち、主に熱需要（暖房、給湯等）に利用される灯油、A

重油、液化石油ガス（LPG）については、A重油を液化天然ガス（LNG）に転換することで、GHG排出

量の削減を図れる。また中長期的には市内で入手可能な木質バイオマス燃料への代替も期待され、

その可能性については、“熱需要に利用される化石燃料の木質バイオマス燃料への代替可能性”（P-

44）に示した。 
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(2) 脱炭素ロードマップにおける地域エネルギービジネスの目的と必要性 

令和 3年 6月 9日 国・地方脱炭素実現会議は「地方からはじまる次の時代への移行戦略」をキーメ

ッセージとする脱炭素ロードマップを発表した。再エネなどの地域資源を今ある技術を最大限活用

することで脱炭素化をすすめ、得られる富の地域循環をもって地域の課題解決につなげることを目

的としている。 

このメッセージは究極的には地域の再エネ資源を地域の事業者が活用して地域で消費することによ

り再エネ導入を加速させると同時に地域の魅力と質を向上させる地方創生に貢献する具体的な地域

エネルギービジネス展開までの移行戦略を求めている。移行戦略の実行では地域の担い手が主体と

なって地域での再エネ導入を含むエネルギービジネスを展開することになるが課題も多くこれを着

実に克服していかなければならいない。 

 

以下、西条市の特性を把握、分析し、国が目指す地域の担い手が主体となった地域エネルギービジ

ネスの方向性も踏まえて脱炭素が実現した社会の姿である将来ビジョンを検討した 

 

(3) 将来ビジョン 

西条市の将来都市像である「人がつどい、まちが輝く、快適環境実感都市」実現にむけ本市の

特性を把握、分析し、国が目指す方向性も踏まえて将来ビジョンを考察した。 

 

① 西条市の特性に関する分析 

(ア)地域社会 

（動向）少子高齢化 

日本における 2045 年の従属人口指数(表 1)90.9 に対し西条市は 113.12 と高い推移が予想されて

おり老年人口指数では日本の人口指数 72.0 に対して 91.14 と約 1.3 倍となる。 

2045 年には、働く人 1 人で子どもや高齢者 1 人を支える社会になると予想されており日本の推移

より 20 年以上も早く少子高齢化の傾向が顕著に現れる（表 18）。 

表 18 日本の従属人口指数95 

 

 

（動向）域外エネルギー収支 

エネルギー収支は、エネルギー製品の地域外への販売額(移輸出)から地域外からの購入額(移輸

                             
95 従属人口指数とは 人口の推移を規模とは別に構造で見るため、従属人口指数（年少人口（14 歳以

下）と老年人口（65 歳以上）の合計を、生産年齢人口（15歳以上 64歳未満）で除して 100 を乗じたも

の）を用いる。その推移を見ると、高度成長期にあたり社会インフラが一斉に整備された 1960～70 年

代前半では低い水準であったが、1990 年代後半から上昇をはじめたとされている。 
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入)を差し引いたエネルギーの取引に関する収支であり、エネルギー収支の赤字が大きい地域は

エネルギーの調達を域外に依存している地域である。西条市におけるエネルギー収支は、2010 年

の 36 億円から 2018 年の-433 億円となっており、付加価値に占めるエネルギー収支の割合は、

2010 年の 0.9%から 2018 年の-11.7%に変化している。96 

 

（課題） 

西条市は臨海部に大手製造業が立地するなど四国屈指の工業集積地である。市内には製造業をは

じめとするさまざまな企業の約 2,500 事業所が立地しており地元からの就業率も高い。今後、少

子高齢化において労働人材不足等の課題が顕著になる懸念がある。そのような中、経済を維持・

拡大していくためには、中小企業のエネルギー生産性の向上はじめ、高付加価値化対策が求めら

れている。またエネルギー収支については前述のとおり、2018年時点で-433億円であり赤字とな

っており、エネルギーの内訳別では、「石炭・原油・天然ガス」の赤字が大きい。次に、付加価

値に占めるエネルギー収支の割合は、-11.7%であり、全国、県、人口同規模地域と比較して赤字

の割合が高くなっている。97 

 

(イ)工業 

(動向)企業の誘致および留置活動が必要 

臨海部に大手製造業が立地するなど四国屈指の工業集積地、市内には製造業をはじめとするさま

ざまな企業の約 2,500 事業所が立地。地域経済を維持・拡大していくためには、企業の誘致およ

び留置活動が必要である。 

 

(課題) 

脱炭素化に向けた課題も多い。西条市が地域内の企業に対して実施したアンケートによると、脱

炭素化に関わる対策に取り組むうえでの課題は、「専門的知識やノウハウの不足」が最多となっ

ている。企業における脱炭素化の取組みが低い点にある。市内の事業者のうち、脱炭素化に既に

取り組んでいる事業者は１割程度。脱炭素に対する取り組みに対して、「経営に対してマイナス

の影響」の印象を持つ事業者は少ない。従業員規模が大きいほど「経営に対してプラスの影響」

の印象を持つ事業者が多い。98 

また、産業部門の CO2 排出量が多い一方で、エネルギー生産性が低いことも課題である。西条市

の部門別 CO2 排出量のうち、CO2 排出量が最も多い部門は製造業（1,898 千 tCO2/年）であり、次

いで家庭、業務、旅客自動車の CO2 排出量が多い。エネルギー生産性は 63.4 百万円/TJ と全国平

均よりも低く、全国では 1,277 位である。全産業では県と比較すると高いが、全国、人口同規模

地域と比較すると低い。産業別には、人口同規模地域と比較すると第１次産業と第２次産業では

                             
96 環境省経済循環分析自動作成ツール(環境省「地域のエネルギー消費」（株式会社価値総合研究所）)

より 
97 環境省経済循環分析自動作成ツール(環境省「地域のエネルギー消費」（株式会社価値総合研究所）)

より 
98 令和 4年度西条市中小企業等経営環境調査アンケート結果【温暖化ガス排出削減(脱炭素化)関連部分

抜粋】資料より 
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高い水準であるが、第３次産業では低い水準にある。 

 

(ウ)農業 

（動向）6 次産業化 

経営耕地面積は四国一の広さを誇り水田面積は 3,763 ヘクタールと、県内の 24.8％を占める。地

域の特性を活かし第一次産業から第三次産業までの全ての産業が連携することで、地域に新しい

産業を生み出し生産面から加工・流通までの流れが一つの地方都市の中に存在する６次産業化の

実現が求められている。 

 

（課題） 

６次産業化の課題には①商品開発、②生産、③マーケティング、④経営資源の確保の４つがある。 

最大のハードルは「商品開発」で６次産業化事業の約８割が農産物の加工を行っているが「売れ

る商品」を開発することは容易ではない。開発した商品を安定した品質、量で生産する体制の構

築も課題となる。「販売」においては商品の価値を認め購入してくれる消費者をターゲットに商

品の価値に見合った価格を設定し商品を届ける販路を開拓し商品価値を伝える広告・宣伝等を実

行することが必要となる。こうしたマーケティングノウハウを有する人材の確保は農業者等を主

体とする６次産業化では極めて高いハードルとなる。 

 

(エ)環境 

（動向） 

西条市は、全国的にも稀な被圧地下水の自噴地帯が広範囲にわたって形成されている。一帯では

15～20 メートルの鉄パイプを打ち込むだけで、良質かつ豊富な地下水が自然に湧き出すことから

その自噴水や自噴井は「うちぬき」と呼ばれ飲料水としての利用はもちろん利水産業の興隆を促

してきた。これは本市が「水の都」と呼ばれるゆえんであり、環境庁（現環境省）の「昭和の名

水百選」や、国土庁（現国土交通省）の「水の郷」に認定され、また、日本一のおいしい水に選

ばれたこともある貴重な地域資源でとなっており、「水」に対する市民の関心は非常に高い。東

部の海岸に近い地区では地下水の塩水化が問題となっており、限りある資源であるとの認識の下、

市民の節水意識の高揚や森林や河川の保全に取り組むなど「水」を守っていきたいという意識が

醸成されている。 

 

（課題） 

西条市の総面積の約 7 割は森林地帯であり、豊富な地下水の涵養源であるが、戦後、大量に植林

されたスギ・ヒノキ林が手入れされないまま放置されている箇所が多い。 

更に林家数の減少と担い手不足等により、森林整備（維持管理）が進んでおらず保水力の低下に

繋がっている。 

 

(オ)安心安全 

（動向） 
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高度成長期に建設された公共施設や住宅・工場・商店街等の老朽化は防災上大きな問題となって

いる。公共施設の耐震化や更新を計画的に実施するのみならず市民や企業においても被害の軽減

を図るため住宅や工場の耐震化や自家消費型太陽光の導入などで災害に備える必要がある。 

 

（課題） 

愛媛県地震被害想定調査結果（最終報告）によると、沿岸部を中心にと南海トラフ巨大地震の発

生によって、震度 6 強～震度 7 の揺れに見舞われる可能性があるとともに、揺れによる建物被害

は全壊（14,574 棟）、半壊（11,832 棟）と予測されている99。また、揺れによる建物被害だけで

なく液状化による建物被害も全壊（1,466 棟）、半壊（1,866 棟）と予測されている。さらにイン

フラ（電力）に関する被害想定では地震直後にほぼ全棟が停電、地震発生 7 日後においても停電

率は 10.3%と停電の長期化が生じるものと見込まれている。自家消費型太陽光発電システムの導

入は、災害・非常時のバックアップ電源として機能する側面もありつつ、建物としての積載荷重

が増加する要因ともなるため、耐震性の診断・確認を老朽建物においては実施する必要がある。 

 

② 地域課題のまとめと将来ビジョン 

以上の分析を踏まえ、現在の地域課題の解決と西条市のカーボンニュートラル実現につながる将

来ビジョンを検討した。なお、検討にあたっては表 2 で抽出した 4つの打ち手の方向性と IEA が

策定した政策決定者向けに策定した IEA「Net Zero Scenario 」を参照する形で将来ビジョンを

検討した(表 19)。 

  

                             
99 愛知県地震被害想定調査結果（最終報告） 陸側ケースの数値を引用 
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表 19 将来ビジョン（案） 

  

 

脱炭素シナリオ

2030年

区分別 動向と課題 部門別 カーボンニュートラルに向けたビジョン（あるべき姿）

地域社会

・日本全体よりも早い少子高齢化影響の

顕在化（働く人１人で子供や高齢者１

人を支える社会＠2040年）

・人口同規模地域と比較して、エネルギー

収支の赤字幅が大きい

電力・熱

再生可能エネルギー由来の電力（太陽光発電）や、熱（地下

水熱、バイオマスボイラー等）によって化石燃料使用量を最小化

しているまち

地域エネルギー会社による域内需要家に対する再生可能エネル

ギー・熱の供給と安定的な運用による環境負荷の低いまち

農業

・6次産業化実現に向けて、マーケティング

ノウハウを有する人材確保が課題→次世

代農業ハウスの普及展開を通じた課題解

決

産業
企業の脱炭素経営を支援するまち

GX戦略に呼応した脱炭素インフラを提供するまち

工業

・脱炭素化に向けた課題が多い（理解度

の低さ、専門的知識やノウハウ不足）

・産業部門のCO2排出量が多く、エネル

ギー生産性が低い

運輸

再生可能エネルギーで動く次世代モビリティ（自動運転EV車）

の普及による人に優しい交通システムの確立。車載バッテリーの活

用による再生可能エネルギーの安定運用の実現

環境

・市民の節水意識の高揚や森林や河川

の保全に取り組むなど「水」を守っていきた

いという意識が醸成されている

・林家数の減少と担い手不足等による森

林整備（維持管理）が進んでおらず保

水力の低下に繋がっている。

建物
暖かく過ごしやすい省エネルギーな建物へと生まれ変わり、地震や

風水害に対して強いまち

安心安全

・高度成長期に建設された公共施設や住

宅・工場・商店等の老朽化問題

・南海トラフ巨大地震の発生に伴う多数

の建物倒壊・液状化現象の発生

その他
森林資源の適切な保全管理の推進による、森林への炭素貯留

を通じて市域のカーボンニュートラル実現への貢献
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(4) 脱炭素シナリオ 

① 脱炭素シナリオの全体像 

策定した地域ビジョンに基づき、2030 年及び 2050 年における脱炭素シナリオの策定を行った。シ

ナリオの策定では、策定したビジョンの実現に向けたアクション並びに達成度を測定する指標の２

つで構成することとした。また、達成度を測定する指標に関しては、IEA Net Zero by 2050 に記載

の数値目標等を参考にしつつ、西条市の実情を踏まえた数値目標を設定した。 

次ぺージにて、策定したビジョンと脱炭素シナリオの一覧を示す。 

 



98 

 

    

図 100 西条市のカーボンニュートラルに向けたビジョンと脱炭素シナリオ 

脱炭素シナリオ

2030年 2050年

区分別 動向と課題 部門別 カーボンニュートラルに向けたビジョン（あるべき姿） アクション 測定指標 アクション 測定指標

地域社会

・日本全体よりも早い少子高齢化影響の

顕在化（働く人１人で子供や高齢者１

人を支える社会＠2040年）

・人口同規模地域と比較して、エネルギー

収支の赤字幅が大きい

電力・熱

再生可能エネルギー由来の電力（太陽光発電）や、熱（地下

水熱、バイオマスボイラー等）によって化石燃料使用量を最小化

しているまち

地域エネルギー会社による域内需要家に対する再生可能エネル

ギー・熱の供給と安定的な運用による環境負荷の低いまち

太陽光発電

・公共施設における自家消費型太陽光発電システムの最大限の導

入

・域内民間建物（住宅、ビル、工場等）における自家消費型太陽

光発電システム設置に向けた政策的支援の実施

陸上風力発電

・山間部における風力発電導入に向けた環境整備（風況調査、景

観調査・・等）の実施

中小水力発電

・市内農業用水路における中小水力発電導入に向けた環境整備

（水利権者との調整）の実施

バイオマス発電

・市内民有林28千haの活用に向けた事業計画の策定

地下水熱

・地下熱活用に向けた実施可能性調査の実施

追加導入目標量

太陽光発電

建物系PV：20MW

地域エネルギー会社からの再生可能エネルギー及び熱の供給

太陽光発電

・自家消費型太陽光システムの設置

・域内の太陽光発電システムのリパワリング支援の実施）※地上設

置型含む

陸上風力発電

・山間部における風力発電導入に向けた環境整備（風況調査、景

観調査・・等）の実施

中小水力発電

・市内農業用水路における中小水力発電導入に向けた環境整備

（水利権者との調整）の実施

バイオマス発電

・市内民有林を活用したバイオマス発電事業の事業化

地下水熱

・地下水熱発電の利用（地下水量１万㎥程度）

追加導入目標量

太陽光発電

合計：120MW

陸上風力発電

ポテンシャルの高い事業

の実施

中小水力発電

ポテンシャルの高い事業

の実施

地下水熱

10MW程度

バイオマス発電

公共施設が使用する化

石燃料（熱需要）の代

替：年間6,000トンの

木質チップを製造し、その

うち3,400トンを市施設

に供給、2,600トンを民

間で利用

農業

・6次産業化実現に向けて、マーケティング

ノウハウを有する人材確保が課題→次世

代農業ハウスの普及展開を通じた課題解

決

産業
企業の脱炭素経営を支援するまち

GX戦略に呼応した脱炭素インフラを提供するまち

・産業部門におけるエネルギー効率化投資促進に向けた政策的支援

の実施

産業部門における温室

効果ガス46％削減

地元企業への省エネ・自家消費型再エネ導入促進によるエネルギー

生産性及び付加価値の向上

産業部門における温室

効果ガス100％削減

工業

・脱炭素化に向けた課題が多い（理解度

の低さ、専門的知識やノウハウ不足）

・産業部門のCO2排出量が多く、エネル

ギー生産性が低い

運輸

再生可能エネルギーで動く次世代モビリティ（自動運転EV車）

の普及による人に優しい交通システムの確立。車載バッテリーの活

用による再生可能エネルギーの安定運用の実現

・EV・FCV購入者に対する政策的支援の実施

・公共交通バスの自動運転EV車への切り替え

・車載バッテリーを活用した再エネ安定運用

・市内新車販売時におけ

るEV販売比率60％*1

・市内EVの車載バッテリーを活用した再生可能エネルギーの安定運

用

自動車のEV化

（100％）

環境

・市民の節水意識の高揚や森林や河川

の保全に取り組むなど「水」を守っていきた

いという意識が醸成されている

・林家数の減少と担い手不足等による森

林整備（維持管理）が進んでおらず保

水力の低下に繋がっている。

建物
暖かく過ごしやすい省エネルギーな建物へと生まれ変わり、地震や

風水害に対して強いまち

・既存住宅における省エネリフォーム（窓・断熱改修・・等）施策の政

策的支援

・新築建築物（住宅・建物）のZEH/ZEB化の義務化

・ZEH/ZEB推進に向けた支援施策の実施

・市内工務店のZEH/ZEBビルダーの登録事業者数の増加

・新築建物の100%は

ZEH/ZEB化*1 ・新築建築物（住宅・建物）のカーボンネガティブ化
市内建物の85%以上

はZEH/ZEB化*1

安心安全

・高度成長期に建設された公共施設や住

宅・工場・商店等の老朽化問題

・南海トラフ巨大地震の発生に伴う多数

の建物倒壊・液状化現象の発生

その他
森林資源の適切な保全管理の推進による、森林への炭素貯留

を通じて市域のカーボンニュートラル実現への貢献
・森林保全管理の推進による炭素貯留

累積炭素固定量

3,400千トン
・森林保全管理の推進による炭素貯留

累積炭素固定量

5,100千トン

Note:*1 IEA Net Zero by 2050 A roadmap for the Global Energy Sector記載の目標数値を引用して記載
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② 脱炭素シナリオの具体的な内容 

上述した脱炭素シナリオの全体像に対して、民生部門及び産業部門における脱炭素化という観点で、

特に重要かつ関連性の高い３つの施策に関して具体的なシナリオを策定した（表 20）。 

 

表 20 脱炭素シナリオの具体的内容 

ビジョン シナリオ 

電力・熱 

再生可能エネルギー由来の電力（太陽光発電）や、

熱（バイオマスボイラー等）によって化石燃料使用

量を最小化しているまち 

 

地域エネルギー会社による域内需要家に対する再生

可能エネルギー・熱の供給と安定的な運用による、

環境負荷の低いまち 

１ 自家消費型再エネ導入比率の向上 

２ 地域共生型・裨益型再エネの普及 

３ 地域エネルギー会社の設置 

 

特に、地域資源を活用した地域が需要するエネルギーの創出は脱炭素社会の実現のみならず地域の

エネルギー安全保障100の観点からも最重要課題であり、それを担う地域エネルギー会社の設立は検

討すべき最重要シナリオといえる。 そこでは富の地域循環による地域課題の解決のみならず先進の

創(再)エネと省エネの両ノウハウを蓄積し将来ビジョンを実現していく体制づくりが重要になる。 

 

設立に際しては地域エネルギー会社が「地方の脱炭素移行戦略実現会社」としての位置づけにある

ことについて地域の合意形成を得ることが極めて重要になり、また参加した地域の担い手がもつ本

来の強みを活かせるドメインの選択と事業運営上の機能分担を明確にし、エネルギーノウハウに係

るリスク回避にむけてのエネルギー専門企業やリスクマネジメント会社を巻き込んだネットワーク

構築を図らなければならない。将来ビジョン実現にむけての脱炭素シナリオを策定、遂行するにふ

さわしい地域エネルギー会社の座組と巻き込むべき専門家を考察する。 

 

(ア)脱炭素シナリオ 1：自家消費型再エネ導入比率の向上 

意義：民生部門及び産業部門への自家消費型再エネ導入比率の向上と電力高騰対策 

 

戦略の目標：地域住民への電力高騰対策と移住受け入れに向けての環境対策、並びにサプライチェ

ーンの脱炭素経営を支援するとともに大手企業の誘致・留置にむけての脱炭素ブランドの創造 

「大手に選ばれるまち : 脱炭素インフラを提供する西条市」 

 

                             
100 市民生活、経済産業活動のために環境への影響を考慮しつつ必要十分なエネルギーを合理的な価格

で継続的に確保すること。2050 年脱炭素社会実現にむけてはエネルギーの需要と供給は各地域の最重要

政策のひとつとなり、その安定的な確保のための再エネ資源開発は地域エネルギー会社に求められる。

短期的視点から見ればエネルギー安全保障とは突発的なエネルギー需給の変化に即時的に対応すること

のみを指すが長期的視点から見るとエネルギー安全保障とは経済発展や環境保全を考慮に入れた上でエ

ネルギー供給のために必要な投資を適宜行うことまでを目指すものである 。 
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課題： 

自家消費型太陽光の導入にあたっては初期投資の負担が課題となる。近年は PPA(第三者保有モデ

ル)といわれる導入手法が活用されているが、普及の担い手である大手エネルギー企業等では地域

の小規模中小企業を対象とした自家消費型太陽光での成果は未だない。これは案件成約が需要家の

信用力や導入可能な設備規模等に左右され、また営業効率も悪いことから大手エネルギー企業では

地域の再エネポテンシャルを十分に活用できないことを意味している（一般住宅も同様）。 

 

a（解決に関する方策） 

こういった状況を踏まえ脱炭素ロードマップでは再エネ普及の主体として地域金融、地元企業、自治

体などの地域の担い手が主体となって地域事情に応じた再エネ普及を地域エネルギービジネスによる

実現を求めている。 

以下、2011 年に兵庫県で採択された「あわじ環境未来島特区構想」の再エネ普及事業モデルのうち国

内初の PPA モデルとして考案されたスキームを考察する。地域エネルギービジネスの基本となるモデ

ルであることからその課題と対策をご参照いただきたい（図 101, 図 102）。 

 

図 101 オンサイト PPA の事例101 

 

 

図 102 オンサイト型 PPA モデルとは102 

 

エネルギー事業会社等が太陽光発電設備を需要家の屋根上に設置し15年超の長期電力供給を契約する

もので需要家への長期の与信管理103が発生する。大手エネルギー企業のオンサイト PPA 事業の多くは、

リース会社の審査ノウハウと長期資金を活用することで需要家の倒産リスクを回避するノンリコース

                             
101 エナジーバングジャパン HPより引用 
102 同上 
103 与信管理とは 取引代金の未回収リスクを管理する業務。 取引先審査業務も含まれる 



101 

 

リース104を活用している。 

 

PPA 収益は、季節変動が大きく発電未稼働期間の金融機関への融資返済の準備金が必要になる。また、

多数の発電所を運営する場合、翌月の発電収益の予測管理は難しく運転資金の手当ても煩雑になる。

大手エネルギー企業のなかには PPA に資する太陽光設備の資金調達に際し事業資金の効率化と資金シ

ョートリスク回避の観点から発電収入に応じて返済額が変動するリース契約を活用している。 

 

以上のように PPA 契約はスキーム組成コストが高く、営業効率を重視するため大規模案件を優先する

傾向がある。また契約可否は需要家の信用力に左右されるため地域の小規模中小企業や一般住宅への

普及が進みずらいことが特徴となっている。 

 

b 地元金融機関との連携で課題解決に貢献する方策 

大手エネルギー企業が対象としない地域の小規模中小企業に再エネを普及するには地元金融機関の資

本参画を得て地域金融の審査ノウハウと需要家紹介チャネルを活用することで営業効率を格段に向上

させることができる。地元金融機関の取引履歴から長期与信が可能な先を抽出し、オンサイト PPA 契

約を推進することで地元資金を地域脱炭素インフラ整備に投下できる効果もある。 

一方、地元金融機関にとっては仕組みが複雑かつ融資実行に至るまでの負担が大きいことから普及に

向けては簡易な収益化スキームの構築が課題といえる。 

以上の課題を克服して地銀が大手リース会社を巻き込み専門ノウハウの獲得と富の地域循環を実現し

ている事例を紹介する。 

 

図 103 に示す事例は、地元金融機関は需要家の紹介に徹し大手リース会社の変動リースノウハウを活

用し地銀への紹介料をベースに富の地域循環を実践している。(某自治体地銀とリース会社の協業事

例) 

 

 

図 103 地銀と大手リース会社の連携105 

 

ノンリコースリースの活用だけでは地域の小規模中小企業への再エネ普及を十分に実現できない。 

                             
104 ノンリコースとは リース返済において借り手の責任範囲(電力料金回収分)を限定するリースの意

味。 
105 各種資料基づき作成 
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地域エネルギー会社においては与信リスクの地元金融機関とリース会社のシェアの方法や保険会社や

脱炭素化支援機構との連係で与信リスクそのものを外だしする方法について検討する必要がある。 

 

(地域ヒアリング)106 

地元金融機関からはファンド組成による解決策が提示されている。自治体が主導して需要家群への自

家消費型太陽光の設置を啓蒙することで需要家群むけ ESG 投資を実行するというもので地元資金を脱

炭素インフラに活用することができる。一方、紹介する需要家の信用力については一定以上の信用ラ

ンクが必要であることから地域の信用力ぜい弱な中小企業の脱炭素経営支援には課題がのこる。 

 

(イ)脱炭素シナリオ 2：地域共生型・裨益型再エネの普及 

意義：中小企業・農業法人における GHG 排出量の削減並びに非常時・災害時の自己電源 

 

戦略の目標：自家消費型太陽光発電システムの普及に伴うエネルギー自給率の向上 

 

課題： 

営農型太陽光は耕作放棄地等を活用した有力な地方創生型再エネ普及策として期待されている。一方

で、農地利用そのものが必ずしも地域の農業振興を目的としたケースとは限らない。太陽光発電のた

めの農業ともいえるケースが散見されることから農地法三条許可が下りないケースが多い。 

 

 

a （解決に関する方策） 

農業のための太陽光発電事例としてアグリテック分野のベンチャーである TSUBU 株式会社（本社：東

京都品川区）が開発に成功し、既に複数案件で稼働・実証済の取り組みがある。オーガニック無農薬

の高付加価値イチゴを太陽光つき農業ハウスで機械栽培することで生産効率の向上と省エネ化をすす

め収益向上を目指している(図 104)。 

 

 

図 104 農業ハウスイメージ107 

 

遮光性が高く従来の農業ハウスとは全くコンセプトが異なるもので機械栽培のためのハウスであり、

                             
106 地方銀行関係者に対して実施したオンラインインタビューより（2022 年 11 月１日 15:00～16:00 実

施） 
107 TSUBU 社ホームページより引用 
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その鉄骨を活用して太陽光発電を搭載するので支柱の強化も不要。そのため既に導入した自治体（埼

玉県深谷市・東京都瑞穂町）では農地転用不要との判断がでている(図 105)。 

 

 
図 105 深谷市における事例108 

 

b (脱炭素型 6次産業化 「農業パック」)  

農業パックについて、図 105 内の①～⑦の番号を順に説明する形で説明する。まず、図①.②農業

ハウスは完全遮光し、いちごの成長を促す波長のPPED値109のLEDを採用(自家消費型太陽光)。保温

材として自動車ハンドルの廃棄破材を再活用することで大量の CO2 排出量を抑制する。 

図③.バイオボイラーを活用し、重油・灯油ボイラーから農業廃棄物であるバイオマスペレット燃

料(廃棄菌床・もみ殻)に燃料転換することで省エネ省コスト化を実現するとともに J クレジットを

創出する。 

図④.バイオペレット燃料はサブスクモデルで提供する。 

図⑤.⑥機械栽培(立体栽培)によるオーガニック・無農薬化と苗当たりの株数増技術、さらに独自

のフリーズドライ技術で可搬性と保管性をあげさらに高付加価値化を実現する。 

 

c (高付加価値産業での雇用の創出) 

生産に係る作業工程を40程度に細分してマニュアル化しており、誰でもタイムシェア方式で簡単に

働ける高付加価値農業を実現することで障がい者、高齢者が働ける職場づくりを志向している。 

 

TSUBU 社によるとバイオペレット燃料や栽培溶液等はサブスクモデルで提供する一方、農業ハウス

や付帯する太陽光発電等の設備導入にあたっては別途需要家による資金調達が必要としている。 

                             
108 TSUBU 社ホームページより引用 
109 PPED とは、農学（農業）では、光合成光量子束密度（photosynthetic photon flux density：

PPFD）を用いて、植物に適していると考えられる数値の光を植物に照射する。通称 PPED は植物のクロ

ロフィル（葉緑素）が光合成に作用する 400～700nm の波長範囲の光の量を表し、μmol・m-2・s-1 と

いう単位で示される。 
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こうした状況をうけ(一社)日本再生可能エネルギー地域資源開発機構(本社:奈良県奈良市)はリー

ス会社や保証機関と共同して信用力脆弱な農業法人や中小企業の脱炭素経営を支援する長期ファイ

ナンスキームを研究開発中であり農業版サブスクモデルへの応用が期待できる。 

 

(ウ)脱炭素シナリオ 3：地域エネルギー会社の設置 

意義： エネルギー地産地消に向けた受け皿を地域内に設置することによる、地域経済循環の促進 

 

戦略の目標：地域エネルギー会社の設立を通じた域内需要家への再エネ電源供給の実現 

 

課題：西条市のエネルギー収支は-433 億円であり赤字となっている。エネルギーの内訳別では、「石

炭・原油・天然ガス」の赤字が大きい。次に、付加価値に占めるエネルギー収支の割合は、-11.7%で

あり、全国、県、人口同規模地域と比較して赤字の割合が高くなっている 

 

a (解決に関する方策) 

地域エネルギー会社の必要性を地域住民・企業に対して理解を得る必要がある。そのためには、地域

エネルギー会社設立にかかる各種事項について調査を行うとともに、事業としての魅力的な点や制

度・技術的課題を明確化する必要がある（自前の再エネ電源活用の可能性、先行地域の地域新電力の

事業課題の洗い出し、主たる事業の絞り込み及び事業規模、再エネ電力の域内への供給体制、既存の

電力会社との連携（送電網負担軽減策）、資金調達スキーム、ステークホルダーの洗い出し・・・等）。 

 

地域資源を活用した地域が需要するエネルギーの創出は脱炭素社会の実現のみならず地域のエネルギ

ー安全保障の観点からも地域で取り組むべき最重要課題であり取組みを担う地域エネルギービジネス

の創出と推進体制の構築は検討すべき最重要シナリオといえる。富の地域循環による地域課題の解決

のみならず先進の創(再)エネと省エネの両ノウハウを地域に蓄積し2050年カーボンニュートラル社会

を実現していく「地方の移行戦略」実現会社としての合意形成された地域エネルギービジネスづくり

が重要になる。推進体制の構築にあたっては参加した地域の担い手がもつ本来の強みを活かせるドメ

インの選択と運営上の機能分担を明確にするとともにエネルギーノウハウに係るリスク回避にむけて

エネルギーの専門会社やリスクマネジメント会社を巻き込んだ多角的なネットワークのみならず富の

地域循環を具現化する専門会社との連係スキーム構築したうえで、地域エネルギー会社の設立を検討

する必要がある。 
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５ 再生可能エネルギー導入目標の設定 

仮に図 4 に示した西条市の業務その他部門と家庭部門の GHG 排出量 218 千 t-CO2 を太陽光発電で賄

うとした場合、314MWの設備容量を必要とする（排出係数0.579kg-CO2/kWh（地球温暖化対策事業効

果算定ガイドブック参照）、設備利用率 13.7%（年間 1,200 時間）で計算）。 

 

 

図 4：西条市の部門・分野別の温室効果ガス（GHG）排出量の経年変化（再掲） 

 

市内にはすでに 165MW の太陽光発電設備があるため、これを差し引くと、残りは 149MW となる。今

後の建物や住宅の省エネ化（断熱性能の強化、高効率機器の導入等）や将来的な人口減を考慮して、

その 8 割程度を目標値とすると、120MW 程度の導入を計画することになる。これを西条市の人口

10.6 万人（2022 年 6 月末現在）で割ると、一人当たり 1.1kW 程度となる。 

 

これは、2 章で示した「建物系」ポテンシャル 678MW の 2 割弱に相当する。これを実現できれば

120MW の目標値を達成できることになり、その他の空地、駐車場、農地（営農型）、耕作放棄地（野

立て）、ため池（水上）等への導入は、その補完的な位置付けとできる。 

 

2030 年の目標は、その実現までに残り 7 年程度しかないため、そのうちの 20MW 程度を当面の目標

とし、その間に太陽光発電設備設置の対象候補となる建物屋根や駐車場等を選定し、その事業モデ

ルを精査し、実施体制を構築し、パイロット的な実施を進め、残りの100MWをそれ以降の20年間で

実施する計画とすることが妥当と考えられる。2030 年の 20MW という目標を達成するため、表 11 に

示したように、2025 年と 2026 年に 1MW ずつ、2027 年に 3MW、2028 年以降、毎年 5MW ずつの設置と

仮定した。このとき、仮に 1ヶ所あたり 100kW 設置した場合、これは 2025年と 2026 年に 10ヶ所ず

つ、2027 年に 30 ヶ所、2028 年以降は 50 ヶ所、2030 年までに計 200 ヶ所という計算になる。2023

年 1 月 31 日開催の経済産業省第 84 回調達価格等算定委員会において、10kW 以上の事業用太陽光に

ついては、2024 年度から新たに「屋根設置」区分を創設し、低圧事業用（10kW 以上 50kW 未満）も

含めて調達価格を 12 円/kWh としたため（認定申請の停滞を防ぐため、2023 年下半期にも適用され

る。また自家消費型の地域活用要件も適用される）、これがその推進の追い風になると考えられる。 
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本事業ではこれらを仮の目標値として、その妥当性を検討し、その実施計画、実施体制、事業モデ

ル等を詰めていく。その際、陸上風力発電、中小水力発電、木質バイオマスの活用可能性について

も合わせて検討した（表 21）。 

 

表 21 本事業の再エネ導入目標値（＠2030 年、2050 年） 

 

 

また、市内における再生可能エネルギーの容量確保が困難な場合を想定し、近隣または遠隔地域の

再生可能エネルギー電源からの余剰電力を融通し合う連携施策も検討できる。 

神奈川県横浜市では、市内の再生可能エネルギーの使用率向上を目指し、遠隔の青森県横浜町と

「再生可能エネルギーに関する連携協定」を締結し、横浜町の風力発電由来の電力を横浜市内の事

業者等が活用を開始している（図 106,図 107）。 

 

再生可能エネルギー導入目標値/アクション

電源種別 区分 2030年 2050年

建物系 • 20MW • 120MW（       の2割弱）

その他
（空地、駐車場、農地、耕
作放棄地、ため池（水
上）等）

• 実施可能性調査の実施 • （12.5MW）

太陽光発電 • 20MW • 120MW

陸上風力発電
• REPOSが示すポテンシャルの実現に向けた基礎

調査
• ポテンシャルの高い事業の実施

中小水力発電 (農業用水路)
• REPOSが示すポテンシャルの実現に向けた可能

性調査
• ポテンシャルの高い事業の実施

木質バイオマス発電
• 間伐材等の搬出ルート（作業道）の整備、燃

料チップの製造、木質チップボイラーの需要開拓

• 公共施設が使用する化石燃料（熱需要）の代
替：年間6,000トンの木質チップを製造し、その
うち3,400トンを市施設に供給、2,600トンを民
間で利用

地中熱（地下水熱） • 実施可能性調査 • 10MW程度（地下水量1万㎥/日程度）
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図 106 横浜市ニュースリリース110 

 

 

図 107 遠隔地からの電力供給に関する供給スキーム111 

 

                             
110 横浜市ニュースリリース“青森県横浜町の再エネ電力を横浜市内へ供給開始（令和元年 9月 5日）”

より引用 
111 横浜市ニュースリリース“青森県横浜町の再エネ電力を横浜市内へ供給開始（令和元年 9月 5

日）”より引用 
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横浜市の事例は、オンサイトの電力を自家消費する以外の方法として、フィジカル PPA という形態

で実施されている。ただし、フィジカル PPA の実施課題は、発電事業者と需要家の間に小売電気事

業者を介在させる必要が最大の課題である。電気事業法の規定により、送配電ネットワークを経由

して需要家に電力を販売する事業は、国に登録した小売電気事業者だけに認められており、西条市

でこれを実施する場合にも、新電力会社または四国電力の協力が必要となる（図 108）。 

 

 
図 108 フィジカル PPA スキーム図112 

 

他方で、電力の需要側が既存の電力契約を変更することなく、環境価値（非化石証書等）のみを購

入する形で再生可能エネルギーの利用が可能となるバーチャル PPA という手法も注目されており、

民間での導入が広がっている（図 109）。 

 

図 109 バーチャル PPA スキーム図113 

 

バーチャル PPA の場合、発電側の電力を需要側へ物理的に融通する必要が無いため、既存契約のま

ま購入する電力会社との調整や、発電側との長期間の購入契約などを回避できる。加えて、需要エ

リアを指定する必要なく、追加性のある本質的な再生可能エネルギーを長期間安定確保が可能にな

るというメリットがある。西条市においても、域内で不足しうる再生可能エネルギーの長期安定確

                             
112 自然エネルギー財団資料等を基に作成 
113 デジタルグリッド社提供資料より引用。GPA 契約とは、Green Purchase Agreement の略で、FIP 制度

を活用したバーチャル PPA による環境価値の直接取引を指すデジタルグリッド社独自の呼称。 
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保について、他地域との連携により電力および環境価値の取引形態を検討することが可能と考える 

 

ただし、実施にあたっては電力事業に関する課題と会計に関する課題について検討が必要である。

具体的には、電力事業に関する課題としては、環境価値取引並びに発電所の需給管理（発電量予測、

電力広域的運営推進機関に対する各種計画値提出・・等）、環境価値の清算、環境価値の移転手続

き、環境価値の移転を行う必要がある。これらの業務を処理するためには当該業務の実施にかかる

専門的知識・ノウハウが必要となる。会計処理に関する課題としては、供給スキームや契約内容に

よってはデリバティブ取引に類する会計処理とみなされる可能性もあるため、法的・会計的な整理

について十分検討の上実施する必要がある。 

 

６ カーボンニュートラルを実現するための取組の検討 

(1) 脱炭素化に向けた施策の検討 

最大限の再生可能エネルギー導入を図るための施策は地域エネルギー会社の設立であり、それに

向けての地域の担い手による合意形成ならびに、エネルギーノウハウ習得にむけた域外も含めた

専門家の招聘と事業参画候補者とのネットワークづくりである。地域エネルギー会社として取り

組むべき事業ドメインは系統混雑問題解消が期待される2030年までは送配電線への送電を行わな

い完全自家消費型太陽光の設置ビジネスが考えられ、PPA を含めた需要家の投資負担軽減ノウハ

ウの習得が施策課題となると考えられる。以下、先進的施策事例について考察する。 

 

① 施策①：サウンディング型市場調査(専門事業者のノウハウ収集と共同参画の意向確認調査) 

(事例) 岐阜県山県市 

(導入時の経緯・問題点) 

R4 年 6 月 岐阜県山県市は、地域脱炭素実現にむけ地域内外の民間事業者や団体とともに「山県

市脱炭素協議会」(以下「協議会」という)を設立しエネルギーの地産地消モデル形成の為の調

査・検討を実施した。結果、脱炭素化と地域の活性にむけては地域自らがエネルギー事業を創出

しその利益を地域の課題解決の原資に投じるべきとの結論がでたことから、まずは市が保有する

施設の駐車場や遊休地（未利用地や廃校、今後遊休施設となる場所）を活用した地域エネルギー

事業を計画。 

「協議会」では、このような専門的な事業創出には地域内だけではノウハウが不足することから

R4 年 11 月 再エネ技術やエネルギーマネジメント、ファイナンス手法についての「サウンディ

ング調査」を実施した。この調査ではノウハウ提案のみならず事業参画の可能性も含めた提案公

募を行うことで地域エネルギー事業の早期立ち上げと地域の担い手のリスク過負担の回避を図っ

ている。 

 

(効果や課題、排出量削減以外の効果) 

一般に、サウンディング調査に際して民間事業者のなかには自治体の真意を測りきれず「提案内

容の良し悪しよりも参加事業者を確保したいだけではないか」、「本当はやりたくないので断念の

理由を探すためにとりあえずのサウンディングをしているのではないか」といったネガティブ印
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象を持たれるケースがある。調査成功にむけては、山県市の如く太陽光発電設備を導入するにあ

たっての経済産業省や環境省等国の予算活用の明確化と、導入対象となる施設の具体的な提示が

必要になる。 

またサウンディング調査に際しては調査対象の選定が最も重要であり地域エネルギービジネス組

成にあたっての基本機能を擁する専門家を座組に組み込むためにも域外民間企業との広いネット

ワークづくりが必要である。以下に地域エネルギービジネスの基本機能と候補先を列挙する(表 

22)。 

 

表 22 地域エネルギービジネスの基本機能と連携候補先 

エネルギービジネス実施にあた

って必要な機能 

ノウハウの種類・活用すべき

強み 

巻き込むべき専門家・アライア

ンス候補 

①電力需要家紹介(営業) 地元での信用ブランド活用 

既存の顧客チャネル活用 

地元金融機関、商工会議所、工業

団体 

➁電力価格変動リスク回避(仕入) 

 電力小売(販売管理) 

自社電源による部分供給 

電力需給管理 

大手新電力、地元電力 

需給管理専門会社 

③需要家の倒産リスク回避(審査) 審査ノウハウ、取引履歴活用 地元金融機関、リース会社 

④事業資金(ファィナンス) 長期固定金利の良質資金調達 

SPC組成、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ 

地元金融機関、大手リース会社 

エネルギー金融スキーム企画会社 

⑤動産設備の事故リスク(保険) 

その他再エネ関連保険 

動産総合保険、延長保証保険 

費用利益保険、ｲﾝﾊﾞﾗﾝｽ保険 

損害保険会社 

⑥PPA事業資金ショートリスク回避 発電量に応じた返済スキーム 大手リース会社 

⑦ふるさと納税寄付金を集め地域

の課題解決に還元(地方創生) 

企業版・個人版ふるさと納税 

市のブランディング 

寄付者むけプロモーション 

ふるさと納税ポータルサイト運営

事業者、全国の家庭用需要家に電

力供給できる新電力 

⑧設備工事(例 : ため池太陽光) 補助金申請ノウハウ、工事経験 補助金採択実績あるEPC 

 

② 施策②：公営 PPA 会社（中間支援組織の設立） 

(事例)  兵庫県 ひょうご環境創造協会 

(導入時の経緯・問題点)  

兵庫県は、PPA 事業による県下の再生可能エネルギーの導入拡大を目指すとともに、県自らも、

県施設への太陽光発電の導入や設備等の省エネ化改修加速化策を検討していた。このような状況

に対応するため、（公財）ひょうご環境創造協会（以下「協会」という。）は県下の再生可能エネ

ルギー導入をモデル的に企画・実施する新たな専門事業体との共同による設立について企画提案

を公募した。 

協会は優秀な企画案を提案した事業体と新たに PPA 事業体を共同で設立し県内の再生可能エネル

ギー導入を先導する。エネルギーの専門ノウハウを擁する企業との共同事業体を通して専門ノウ

ハウを習得した後は、県内市町、民間企業などへのノウハウ展開と導入支援につなげていく中間

支援組織へのシフトを企図している。公募の結果は、SMFL みらいパートナーズとシン・エナジー

の提案を採択し新会社を設立している。出資比率は、協会が 50％、SMFL みらいパートナーズが

30％、シン・エナジーが 20％（図 110）。 
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図 110 PPA モデルの再エネ導入スキーム114 

 

(効果や課題、排出量削減以外の効果) 

公営施設むけ PPA モデルを実施する会社設立にあたっての共同事業者の公募は、事業意図と市場

が明確であり期待通りの地域エネルギー会社設立に至っている。 

 

参考：地域再エネ電力会社の形態分類・事例紹介 

地域新電力の多くは、自治体や地域住民の電力コスト削減と、得られる収益等を活用し地域の課題解

決に取組む事業者として設立された。多くの場合、地域の担い手が主体となり地域新電力を設立した

が、当初は十分な電力ノウハウをもたず、大手エネルギー企業からのノウハウ支援と、同社保有の

FIT 電源からの電力調達に依存し電力小売りビジネスをスタートさせている。以下、地域新電力の形

態分類と事例の考察のなかかから地域の担い手のリスクを最大限回避しつつ西条市の将来ビジョンを

確実に具現化するためのシナリオを検討した。 

 

(1)地域再エネ電力会社の形態分類  

小売電気事業のライセンスを有しない者が、小売供給契約の締結の「媒介」、「取次ぎ」 又は「代

理」を行うことは電気事業法上許容されている（電気事業法第２条の１３第１項参照）。地域新電力

の地域エネルギービジネス参入形態もライセンス要する小売と、ライセンス不要のその他 3 形態とで

大きく二つに分かれる115。以下形態別地域新電力の事例を検証する。    

 

(2)事例紹介 1  (小売電気事業のライセンス保有者)   

地域新電力の事業頓挫で多く見られたケースは、電力を大手エネルギー企業が開発した FIT 電源に依

存し自社電源比率が低い、または全く保有しない小売電気事業者である。FIT 電気の市場価格での調

達が制度化されたのを機に、電力市場価格高騰分を需要家に転嫁できなかった小売電気事業者の大半

は操業停止に陥っている。  

 

(3)事例紹介 2  (取次ぎ)            

富山県氷見市では地域の担い手のリスク回避と地元のもつブランド力を活かした取次形態で地域のエ

ネルギービジネスを立ち上げている。氷見ふるさとエネルギー㈱は、自治体や地元金融、商工会など

の地元団体で資本116を構成し、その顧客チャネルと信用ブランドを活かすことで電力需要家を紹介

し、北陸電力が電力供給ノウハウ支援する仕組みづくりを実施している。（図 111,表 23） 

 

                             
114 ひょうご環境創造協会、SMFL みらいパートナーズ、シン・エナジーの共同リリース より 
115 経済産業省 電力小売営業に関する指針より電気事業小売り参入の 4つのライセンス形態より 
116 資本金は 999 万円 代表取締役は氷見市副市長が就任 
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図 111 氷見ふるさとエネルギー事業内容117 

 

表 23 氷見ふるさとエネルギーの資本構成 

No 株主 出資比率 

1 氷見市 50.1% 

2 北陸電力 33.4% 

3 氷見商工会議所、地元金融機関 残り 

 

 

 

 

③ PPA モデル実施に際して問題となる一般的な課題と対策について 

県および市町への PPA モデル導入では自治体との 15 年から 20 年程度の電力売買契約に基づく太

陽光発電設備設置が必要になる。電力の長期購入契約と長期継続債務負担行為との整合調整、ま

た公共施設への太陽光設置には施設の目的外使用許可（使用料の支払い）が必要になる。目的外

使用許可につては事業の経済性維持の観点からルール変更が求められるケースも多く庁内調整が

課題になる。 

 

民間事業者への導入では PPA モデルは長期与信行為であることから設置先の信用力が大きな課題

になる。一般に信用評価機関の評点50点以上が一つのハードルとなることから工業団地にまとめ

て設置しようとしても 1 社でも信用評価が得られない場合、事業資金は調達できない。脱炭素牽

引にむけては審査基準の見直し、あるいは地元金融機関と共同して地域独自の信用補完制度の構

築等で地域の担い手のリスク過負担なきよう工夫をしなければならない。 

 

PPA モデルの設備投資は電力収入で長期回収することから電力収入が得られるまでは出資金なら

びに借入金で運営することが多く早期の施設稼働が必須となる。一部の大手リース会社が提供す

る変動型リースは電力収益に応じて資金返済を行う業績連動型の資金返済が可能であり PPA モデ

ル特有の課題解決に活用できる可能性がある。 

 

                             
117 氷見ふるさとエネルギーホームページより引用 
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(2) 指標の検討 

指標の検討では、西条市の再生可能エネルギー導入状況を把握するための指標について検討を行った。

再生可能エネルギー普及にかかる状況のモニタリングに関する論点として、次の 3 つの論点を設定し

た(表 24)。 

表 24 指標の検討における論点 

番号 論点 理由 

1 

コスト動向 

再エネを普及させる上で、コス

ト面での障壁はないのか？ 

コスト水準の多寡によって普及状況・スピードに影響

が生じる。導入状況を把握する際のインプット側指標

として把握しておくことが必要 

2 

計画状況 

地域内でどのくらい再生可能エ

ネルギーを導入する計画がある

のか？ 

今後、どのくらい導入が行われる可能性があるのか、

という計画プロセスの状況を示す指標として把握して

おくことが重要と考えるため 

3 

普及状況 

地域内にどの程度再エネが導入

されているのか？ 

結果としての普及状況を把握するための直接的な指標

として重要。 

 

① コスト動向 

(ア)モニタリングすべき項目 

コスト動向を把握するうえで、モニタリングすべき項目は導入の際に必要な初期投資費用と、実

際に発電所を稼働させた際の発電コストの 2点がモニタリングすべき項目である(表 25)。 

表 25 コスト動向のモニタリング項目 

番号 モニタリング項目 選定理由 

1 

必要な初期投資費用（\/kW） 発電設備を導入する際にかかる費用。1kW 当たりの費用

として示されることが多く、kW 当たり費用で他電源や

過去費用と比較することでコスト動向を把握できる 

2 

発電コスト（\/kWh） 1kWh当たりの平均発電費用。kWh当たりのコストで示す

ことによって、発電設備から得られる電力を調達する

際のコストとして把握できる（電力会社から供給され

る電力とのコスト比較が可能になる） 

 

(イ)資料入手方法・算定方法 

モニタリングすべき項目であげた、「必要な初期投資費用」,「発電コスト」ともに各種公的機関

がデータ収集を行い、定期的に発表を行っている。具体的には、下表を参照のこと(表 26)。 

 

表 26 コスト動向の資料入手方法 

番号 モニタリング項目 資料公表元 

1 

必要な初期投資費用（\/kW） 経済産業省：調達価格等算定委員会（URL） 

FIT 制度の対象となっている再生可能エネルギー設備の

導入にかかる設備費用を毎年集計して報告。翌年度以

降の買取価格設定の議論に活用している 

2 
発電コスト（\/kWh） 経済産業省：調達価格等算定委員会（URL） 

集計した設備費用データをもとに、発電コストの計算

https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/
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を実施。翌年度以降の買取価格設定の議論に活用して

いる。 

また、発電コストに関する具体的な計算方法は、以下

サイトから確認することができる 

資源エネルギー庁：発電コスト検証ワーキンググルー

プ（URL） 

 上記は、いずれも国内に限定したデータとなっている。国外における動向を把握したい場合は、 

 IRENA が毎年公開している「Renewable Power Generation Costs」も参考になる。118 

 

② 計画状況 

(ア)モニタリングすべき項目 

計画状況の把握では、公的機関の統計によってモニタリング可能なものとモニタリングができな

いものの 2 つに大別される。モニタリング可能なものは、再エネ措置法に基づく再生可能エネル

ギー発電設備を用いた発電事業（売電事業並びに自家消費含む）の場合、再エネ措置法に基づく

事業計画や新規認定情報の公開を通じてモニタリングすることが可能である。 

対して、固定価格買取制度を利用しないケース（Non-FIT PPA 案件）の場合や太陽光 20kW 未満の

住宅用太陽光発電システムの計画状況・・・等は、現在の法制度では計画状況を把握する仕組み

が整備されていないためモニタリングが難しい点に留意が必要である。 

その上で、モニタリング可能なものに関してモニタリングすべき項目を次に示す（表 27）。 

 

表 27 計画状況のモニタリング項目 

番号 モニタリング項目 選定理由 

1 

新規認定取得状況 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギー（再

生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置

法 情報公表用ウェブサイト）（URL） 

再エネ措置法に基づく発電事業の設備認定を取得した

発電設備（太陽光 20kW 未満を除く）に関する新規認定

情報を確認できる（3 か月毎）。市区町村別・発電設備

別で認定取得状況を確認することが可能。 

2 

事業計画認定取得状況 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギー（事

業計画認定情報 公表用ウェブサイト）（URL） 

再エネ措置法に基づく発電事業の設備認定を取得した

発電設備（太陽光 20kW 未満を除く）に関する事業計画

情報を確認できる（年に１回更新（9/30 ごろ））。 

設備認定取得状況で確認できるのは、市区町村別の発

電設備の認定件数に限定されるが、事業計画情報のほ

うでは、発電事業者名・代表者名・事業者の住所・連

絡先、発電設備区分、発電出力、発電設備の所在地、

設備認定取得日・・・等の詳細情報を計画単位で確認

することができる 

 

 

                             
118 IRENA のホームページ URL はこちら：https://www.irena.org/publications/2022/Jul/Renewable-

Power-Generation-Costs-in-2021 

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/index.html#cost_wg
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo
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(イ)資料入手方法・算定方法 

モニタリングすべき項目であげた「新規認定取得状況」、「事業計画認定取得状況」のデータ公表

元は、資源エネルギー庁が定期的に集計内容の公開を行っている。具体的には、下表を参照のこ

と(表 28)。 

 

表 28 計画状況の資料入手方法 

番号 モニタリング項目 資料公表元 

1 

新規認定取得状況 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギー（再

生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置

法 情報公表用ウェブサイト）（URL） 

 

2 

事業計画認定取得状況 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギー（事

業計画認定情報 公表用ウェブサイト）（URL） 

 

 

なお、これらの情報は環境省「自治体排出量カルテ」（URL）からも同じく確認することが可能。

119 

また、参考として太陽光発電の場合における発電設備を設置するまでの流れを示す（図 112）。 

 

                             
119 ただし、環境省で公表されているデータの年度は最新値が未反映の場合もあるので留意が必要 

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
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図 112 太陽光発電設備を設置するまでの流れ120 

                             
120 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギーより 
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③ 普及状況 

(ア)モニタリングすべき項目・資料入手方法 

普及状況の把握でモニタリングすべき項目は計画状況の把握でモニタリングすべき項目と同じと

なる。すなわち、固定価格買取制度に基づく発電事業を行う案件の場合、新規認定を取得したの

ちに設備の発注・着工が行われ完成ののちに運転開始となる。発電事業者は、認定を受けた発電

設備の設置に要した費用の報告（設置費用報告）及び認定発電設備の年間の運転に要した費用の

報告（運転費用報告）を行う。こられの報告が行われることによって、新規導入量（導入件数・

設備容量）がカウントされる（表 29）。なお、新規導入状況のデータは各集計期間時点における

累積導入量を示すデータのため、前集計期間時点の累積導入量との差分をとることで当該集計期

間における新規導入量を推定することも可能である。 

 

表 29 普及状況に関してモニタリングすべき項目 

番号 モニタリング項目 資料公表元 

1 

新規導入状況 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギー（再

生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置

法 情報公表用ウェブサイト）（URL） 

 

2 

事業計画認定取得状況 資源エネルギー庁：なっとく再生可能エネルギー（事

業計画認定情報 公表用ウェブサイト）（URL） 

再エネ措置法に基づく発電事業の設備認定を取得した

発電設備（太陽光 20kW 未満を除く）に関する事業計画

情報を確認できる（年に１回更新（9/30 ごろ））。 

事業計画情報の詳細に加えて、運転開始報告年月を通

じて、運転状況を確認することが可能である。 

 

④ その他今後留意すべき事項 

上述した項目はすべて公的機関が収集・公開したデータを示している。しかし、近年は固定価格

買取制度等に頼らずに発電事業を計画する動きもでつつある。121こうした事業の場合、運転報告

や定期報告などの法的義務がないために、導入状況を把握することができていないという課題が

ある。これらに関して、制度当局が今後統計データ整備を目的として新たに統計調査を開始する

ことも想定される。そうした動きが生じた場合は、上述したモニタリングすべき項目の中に加え

ていくことも必要と考える。 

  

                             
121 参考事例：東京ガス株式会社との Non-FIT 太陽光発電所の電力販売契約（PPA）の締結に関するお知

らせ 

https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfoSummary
https://www.fit-portal.go.jp/PublicInfo
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(3) 重要な施策に関する構想の策定 

西条市の再生可能エネルギー最大限導入に関わる重要施策に関して構想を策定するにあたっては、自

家消費型太陽光発電の普及及び森林資源の活用の２つが想定される。 

これまでの検討を踏まえると太陽光発電による自家消費型システムの大量導入を進めていくことが、

再エネ導入に関わる基本的な方向性である。その方向性並びに西条市の地域特性（豊富な水資源・森

林資源）を踏まえた重要な施策としては次の 2つが想定される（表 30）。 

表 30 重要施策 

（重要施策） 

  地域共生型・裨益型再エネ（自家消費型太陽光発電）の普及 

  森林の整備間伐による CO2 吸収量の増加と環境価値取引 

 

 

① 重要な施策に関する構想 

2030 年脱炭素目標実現にむけ、地域共生型・裨益型再エネ（自家消費型太陽光発電）の普及ならびに、

森林の整備間伐による CO2 吸収量の増加と環境価値取引を具現化する地域エネルギービジネスを創造

する。創設会社は2050年将来ビジョン実現にむけ再エネのみならず省エネノウハウの蓄積会社を目指

すもので、2030年にむけては、自家消費型太陽光導入モデル(PPAスキーム)を習得し地元企業/農業法

人を中心として一般住宅含む市内需要家への太陽光設置を推進することに注力する。また、これまで

と同等程度の森林整備を継続することで、森林の整備・間伐を通じて生み出された炭素蓄積量のクレ

ジット化を行うことも可能となる。創出したクレジットを売却することによって脱炭素118活動推進

に対する原資獲得も期待できる。 

 

(ア)地域共生型・裨益型再エネ（自家消費型太陽光発電）の普及 

a 中小産業・業務施設/農業法人向け自家消費型太陽光発電の普及 

中小企業や公共施設における自家消費型太陽光の導入にあたっては初期投資の負担が課題となること

から近年はオンサイト型 PPA といわれる導入手法が活用されている。同手法の担い手である大手エネ

ルギー企業等では地域の小規模中小企業を対象とした自家消費型太陽光普及では未だ実績がない（公

共施設を対象とした実績は一定程度の事例が蓄積されるともに環境省補助等も行われている122）。こ

れは案件成約が需要家の信用力や導入可能な設備規模等に左右され、また営業効率も悪いことから大

手エネルギー企業では地域の屋根上再エネポテンシャルを十分に活用できないことを意味している

（一般戸建て住宅も同様の課題有り）。 

 

地域の小規模中小企業は未だ再エネ普及に至っていない事情を踏まえ、地域の担い手が主体となった

地域エネルギー会社がオンサイト型 PPA スキーム特有のリスクヘッジノウハウを蓄積していくことが

必要である。具体的には、地域エネルギー会社が地元商工団体等と連携することで営業効率を高め、

地元中小企業に自家消費型太陽光を設置することを推進する。これにより、企業の購入電力代金の高

騰リスクを回避するとともに地域経済の活性化に寄与しながら、防災123などの地域課題解決に貢献す

                             
122 環境省 「公共施設・公有地への再エネ導入を行うモデル自治体公募のお知らせ（令和 4年度）」 
123 自家消費型太陽光設置先企業が災害時の無償給電スポットとして地域に施設公開する SDGs 企業宣言
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る地域共生型再エネ普及の推進会社としてのノウハウ蓄積が期待される。 

 

b 耕作放棄地等を活用した営農型自家消費型太陽光(裨益型再エネ)の普及 

耕作放棄地等の有効活用策として農業ハウス(施設栽培)による高付加価値作物の生産と必要なエネル

ギーを自家消費型太陽光でまかなう「農業のための太陽光活用」事業をもって富の地域循環と地域の

未利用スペースの有効活用を導く裨益型再エネ普及を推進する。普及にむけては地域エネルギー会社

が習得した PPA 等のファイナンスノウハウを活用し地域への富の循環とエネルギー支出の抑制に貢献

する。 

 

(先進事例)自治体 農業のための太陽光発電活用事例 

三重県みなべ市では、令和4年12月から自動車メーカー系企業と連係して「農業の脱炭素化へ」をテ

ーマとした夏いちごの施設栽培の実証実験を始めている。ベースになるのは農業のための太陽光発電

としてアグリテックベンチャーの TSUBU 株式会社（本社：東京都品川区）が開発に成功し既に複数案

件で稼働・実証済の完全遮光の農業ハウスによる施設栽培取り組みである。機械栽培のための農業ハ

ウスであり、その鉄骨を活用して太陽光発電を搭載するので支柱の強化も不要。そのため既に導入し

た自治体（埼玉県深谷市・東京都瑞穂町）では農地転用不要との判断がでている。 

 

 

図 113 東京都瑞穂市導入事例124 

 

                             

を行うなど(仮)民間版地域防災拠点マップに掲載等 
124 TSUBU 社資料より引用 



120 

 

 

図 114 太陽光パネル専用の支柱がない農業ハウス125 

 

 

深谷市における導入事例では完全遮光した農業ハウスでいちごの成長を促す PPFD 値126を照射する LED

を導入し同電源に自家消費型太陽光を活用している。施設栽培(立体栽培)によるオーガニック・無農

薬化と苗当たりの株数増技術、さらに独自のフリーズドライ技術で可搬性と保管性をあげさらに高付

加価値化を試行している。 

実証実験の主体となる自動車メーカー系企業では自動車ハンドルの廃棄破材を農業ハウスの保温材と

して再活用することで CO2 排出量を抑制すべく検証中である。今後はバイオボイラーを活用し重油・

灯油ボイラーから農業廃棄物であるバイオマスペレット燃料(廃棄菌床・もみ殻)に燃料転換すること

で省エネ/省コスト化を実現するとともに置換環境による Jクレジット創出を予定している。 

 

 

図 115 立体栽培による農業ハウス127 

 

 

 

                             
125 TSUBU 社資料より引用 
126 PPFD とは:農学（農業）では光合成光量子束密度（photosynthetic photon flux density：PPFD）を

用いて植物に適していると考えられる数値の光を植物に照射する。通称 PPFD は「植物のクロロフィル

（葉緑素）が光合成に作用する 400～700nm の波長範囲の光の量を表し、 μmol・m-2・s-1 で示される 
127 TSUBU 社資料より引用 
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(イ)森林の整備間伐による CO2 吸収量の増加と環境価値取引 

a 森林吸収系 J-クレジットの創出 

「水源の森整備事業」及び「森林経営管理推進事業」により 2014 年度～2024 年度までに 700ha の放

置林等を整備するほか、いしづち森林組合では国・県・市の補助を活用して年間 100ha 程度の間伐を

実施している。こうした森林の整備間伐により残存樹木の生長量増加は CO2 吸収源として市内の脱炭

素事業に活用する環境価値となりうる。 

 

J-クレジット制度によれば、森林経営計画に基づく間伐による平均的な CO2 吸収量は、算定対象面積

１ha あたり約 5t-CO2/年とされていることから、前述のいしづち森林組合における森林整備活動では

年間に約 500t-CO2 の J-クレジットを制度の対象期間である 16年間創出し続けることが見込まれる。 

 

こうした J-クレジットの創出においては、J-クレジット制度事務局が年度毎に実施する支援施策を活

用し、創出までの事務コストの削減によりクレジット売却益の増加を図ることもできる（図 115）。 

 

 

図 115 J クレジット制度における支援128 

② 重要施策の展開 

重要な施策は、上述した自家消費型太陽光発電の導入推進による CO2 排出量の削減並びに森林整備間

伐を通じた CO2 吸収量の増加になる。これらの取り組みの実施主体となる中小企業や農業法人が、当

該打ち手に対する理解を示し、実施に向けて活動をしていくことが極めて重要である。そのためには、

担い手である企業や農業法人が脱炭素化施策に対してどのような認識なのか、施策の実行に対して何

を課題と感じているのかを抑えたうえで、ステップアップする形で施策の展開に向けたアクションを

組み立てていくことが必要である。また、これらの取り組みは一般住宅においても同様に実施してい

くことが必要である。 

 

したがって、まず、最初に取り組むべき事項としては、現状分析と分析を通じた課題解決に向けた打

ち手の実施である。その実施成果を基盤として、次の打ち手へとつなげていき、最終的には地域の脱

炭素化実現に向けた自律的に動く体制・基盤づくりを行っていくことが必要である。 

上述した体制・基盤づくりの構築に向けて、三つのフェーズに分けた取り組みを行っていくことが重

                             
128 J クレジット制度事務局より 
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要施策の展開を進めていくうえで重要と考えられる。 

 

(ア)フェーズ１：脱炭素施策推進に向けた知識の底上げ 

西条市が地域内の企業に対して実施したアンケート129によると、アンケート対象企業のうち、“脱炭

素化に係る取り組み“に取り組んでいる企業は全体（n=1417）のうち、9.5%。取り組む予定・取り組

むか検討中と回答した企業は、14.3%となっており、４社に１社は脱炭素施策推進に向けた取り組み

を検討ないしは推進をしているという状況である。一方で、取り組む予定なし・不明/わからないと

回答した回答社数が約 75%にも達している（図 117）。 

 

図 116 脱炭素化に係る取り組み状況130 

 

脱炭素化に係る対策に取り組むための課題についての設問の部分では、「専門的知識やノウハウの不

足」が 50.8%と最多となっており、次いで「取り組みの効果やメリットが不明瞭」(35.8%)となってい

ることから、脱炭素化施策推進に向けた知識が不足していることが課題と見て取れる（図 118）。 

 

                             
129 令和 4年度西条市中小企業等経営環境調査アンケート結果【温暖化ガス排出削減(脱炭素化)関連部

分抜粋】資料より 
130 令和 4年度西条市中小企業等経営環境調査アンケート結果【温暖化ガス排出削減(脱炭素化)関連部

分抜粋】資料より 
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図 117 脱炭素化に係る対策に取り組むための課題(複数回答)131 

以上の現状を踏まえると、まず取り組むべき施策としては、域内中小企業を始めたとした産業部門に

対する脱炭素化推進に関する知識や事例紹介などの取り組みを行うことで、推進するための基盤を構

築していくことが必要と考えられる。 

 

具体的には、企業の脱炭素経営支援を目的とした脱炭素に取り組む意義や必要性を明確にした情報発

信として、先進事例に関する事業所の事例紹介や、実際に企業のエネルギー消費状況等の調査を通じ

た省エネ診断やアドバイス体制の構築を行っていくことを進めていくことが適当と考えられる。また

市内に居住する一般個人を対象として、同様のアンケート実施を行い市民の脱炭素施策に対する認知

度並びに実施状況を把握することで、現状分析を行うことも必要と考えられる。 

 

(イ)フェーズ２：省エネルギー設備・機器及び再生可能エネルギー機器の導入促進 

フェーズ２では、フェーズ１で底上げした知識をベースとして具体的な省エネルギー設備・機器の導

入促進を行っていくことに注力を行っていくことが適当と考えられる。また、省エネルギー施策だけ

でなく再生可能エネルギー設備の導入も併せて推進することによって、エネルギー生産性の向上を推

進していくことにもつながっていくと考えられる。導入する再生可能エネルギー設備は前述した自家

消費型太陽光発電システムを中心として普及を推進することでエネルギー自給率の向上並びに災害時

のバックアップ電源確保の一旦に貢献する。 

但し、いずれの施策も機器や設備の導入に伴う初期費用を要することから、金融機関やリース会社と

の連携が不可欠になってくると考えられる、また、地方自治体が用意する補助施策（例：企業立地促

進条例に基づく奨励措置など）の紹介や活用支援を行うことによる初期投資費用の削減といった部分

での貢献も求められるものと考えられる。 

具体的には、地元金融機関と連携したファイナンススキームの構築や、民間企業の PPA 事業スキーム

を活用することによって域内企業への省エネルギー機器・設備や再生可能エネルギー設備・機器の導

入展開を支援していくことが重要と考えられる。 

 

                             
131 令和 4年度西条市中小企業等経営環境調査アンケート結果【温暖化ガス排出削減(脱炭素化)関連部

分抜粋】資料より 
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(ウ)フェーズ３：地域エネルギー会社設立にむけての検討 

事業頓挫に陥った地域新電力の共通点は、小売電気事業者のライセンスを取得するも、十分な電力ノ

ウハウをもたず大手エネルギー企業保有の FIT 電源からの電力調達に依存したことであり、設立会社

に参加した地域の担い手の本来の強みを活かせず事業運営上の機能分担が不明瞭な点にあった。 

 

(地域エネルギー会社の資本構成イメージ : 地域の強みを活用)  

地域エネルギー会社は、株主ブランドを活用した電力需要家紹介に徹した「取次」会社として設立す

る。地域の担い手である地元商工・農業関連団体、生協、西条市ならびに、地元金融機関を主要株主

に迎え、地元ブランドと株主の顧客チャネル開拓力を活用した電力需要家紹介力を強みとする取次事

業者として設立することでリスク過負担を回避し次のステージ展開にむけてのノウハウ蓄積会社とす

る。  

 

(ドメイン : 自家消費型太陽光と営農型太陽光で事業開始) 

西条市の再エネポテンシャル、ならびに地域の担い手の強み活用の観点から地域中小企業向け自家消

費型太陽光の PPA 事業をドメインとした起業が安定経営に繋がると考えられる。ただし中小企業の倒

産に対するリスクヘッジ策については地元金融機関とリース会社間のリスクシェアのみならず、根本

的なリスクの外だしスキームを開発する必要がある。当面は地銀と大手リース会社の連携等でリース

会社の審査ノウハウとノンリコース資金の活用を前提とした紹介ビジネスに特化し電力需要家紹介の

成功報酬を主力収益源としつつ以下の地域エネルギービジネスのノウハウを蓄積するステージとする。 

 

(参考)地域エネルギー会社が自家消費型再エネ設置取り組みを優先する背景 

 中小企業、農業法人向け自家消費型太陽光の普及(エネルギーの地産地消) 

 エネルギーの地産地消実現にむけては再エネ価値が地域に残る非 FIT 電源の開発を先行し、さら

に電力価格が需要家に受け入れられる電源対象を優先する。非 FIT 電源のうち系統への送電を前

提とする「ため池太陽光」や「営農型」は小売り電気事業者の自社電源の有無や部分供給電力の

市場高騰リスク、託送料、その他今後予定されている発電所負担金や再エネ賦課金の上昇が想定

され需要家電力価格は割高高騰が予想されることから当面は対象外とする。 

 

 

(協議会の開設:地域エネルギー会社設立に向けた検討会設置) 

地域エネルギー会社設立に際しては「地方からの脱炭素移行戦略実現会社」としての位置づけについ

て地元協議会等を設置し十分な合意を形成するとともにエネルギー金融等の専門企業を座組に巻き込

み地域の担い手のリスク回避に最大限留意しなければならない。 

協議会における議論すべき主要テーマは、先進自治体で問題となっている事業課題に鑑み設備資金の

調達手法として変動リースの利用可能性につき検討する。なお変動リース手法による設備調達と、需

要家への設備貸与ならびにエネルギー使用量に応じた料金徴収は、再エネ設備の普及のみならず省エ

ネ設備の普及にも応用できる技術であり地域エネルギー会社のドメイン拡大に対応できる。 

(協議会の運営) 

サウンディング調査で専門ノウハウを擁する専門企業等の参画候補とのコミュニケーションを十分に

行うと共に、自治体から再エネポテンシャル調査結果を含む具体的な候補地を提示するなどして地域
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エネルギー会社設立にむけてのノウハウ習得と専門ノウハウ擁する事業参画候補者を招聘する。 

前述の構想に基づき専門ノウハウ擁する企業の選定、招聘が大きな課題となる。 

 

(市民への施策展開)  

地域エネルギー会社が信用力ある新電力と連携でき次第「電力取次ぎ」に参画し「子育て支援電気」、

「移住支援電気」「創業支援電気」等で地域への電力割り引きサービスを展開するほか、子育て世代

向けにはゼロ円ソーラー施策(家庭用 PPA)を打ち出す等で人口減少対策を講ずる。 
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７ 打合せ協議 

本業務では業務推進並びに進捗状況報告もかねて、西条市側の担当部局と五回の中間打合せを実施し

た。 

 

(1) 第一回打合せ 

開催日時 2022 年 8月 25 日(木) 15:30～17:30 

場所 西条市庁舎 505 会議室 

出席者（発注者側） 環境部長 難波江 

産業経済部長 安田 

環境部環境政策課長 近藤 

環境部環境政策課 環境推進係 越智 

産業経済部 産業振興課 産業政策係長 曽我部 

出席者（受注者側） 西条市地域再エネ導入戦略策定支援業務共同企業体 

カーボンフリーコンサルティング株式会社（池田、三浦） 

一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構（境内、前

田） 

特定非営利活動法人西条自然学校（山本） 

 

 

(2) 第二回打合せ 

開催日時 2022 年 10 月 20 日(木) 15:00～16:00 

場所 オンライン形式 

出席者（発注者側） 環境部長 難波江 

産業経済部長 安田 

環境部環境政策課長 近藤 

環境部環境政策課 環境推進係 越智 

出席者（受注者側） 西条市地域再エネ導入戦略策定支援業務共同企業体 

カーボンフリーコンサルティング株式会社（池田、三浦） 

一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構（境内、前

田） 

 

 

(3) 第三回打合せ 

開催日時 2022 年 11 月 22 日(火) 16:00～17:00 

場所 オンライン形式 

出席者（発注者側） 環境部長 難波江 

産業経済部長 安田 

環境部環境政策課長 近藤 

環境部環境政策課 環境推進係 越智 

産業経済部産業振興課 産業政策係長 曽我部 

産業経済部産業振興課 産業政策係 星加 

出席者（受注者側） 西条市地域再エネ導入戦略策定支援業務共同企業体 

カーボンフリーコンサルティング株式会社（池田、三浦） 

一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構（境内、前

田） 

特定非営利活動法人 西条自然学校（山本） 
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(4) 第四回打合せ 

開催日時 2022 年 12 月 28 日(水) 10:00～11:00 

場所 オンライン形式 

出席者（発注者側） 環境部長 難波江 

産業経済部長 安田 

環境部環境政策課長 近藤 

環境部環境政策課 環境推進係 越智 

環境部環境政策課 環境推進係 徳増 

産業経済部産業振興課長 田中 

産業経済部産業振興課 産業政策係長 曽我部 

産業経済部産業振興課 産業政策係 星加 

出席者（受注者側） 西条市地域再エネ導入戦略策定支援業務共同企業体 

カーボンフリーコンサルティング株式会社（池田、三浦） 

一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構（境内、前

田） 

特定非営利活動法人 西条自然学校（山本） 

 

(5) 第五回打合せ 

開催日時 2023 年 1月 10 日(火) 14:00～16:00 

場所 オンライン形式 

出席者（発注者側） 環境部長 難波江 

産業経済部長 安田 

環境部環境政策課長 近藤 

環境部環境政策課 環境推進係 越智 

環境部環境政策課 環境推進係 徳増 

産業経済部産業振興課長 田中 

産業経済部産業振興課 産業政策係長 曽我部 

産業経済部産業振興課 産業政策係 星加 

出席者（受注者側） 西条市地域再エネ導入戦略策定支援業務共同企業体 

カーボンフリーコンサルティング株式会社（池田、三浦） 

一般社団法人 日本再生可能エネルギー地域資源開発機構（境内、前

田） 

特定非営利活動法人 西条自然学校（山本） 

 

  



128 

 

８ 添付資料 

(1) 検討会資料及び議事録 

① 第一回検討会 

(ア)検討会資料 

a 検討会次第 
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b 資料１ 委員名簿 

c  

d 資料２ 西条市脱炭素推進検討会設置要綱 



130 

 

 

e 資料３ 地域脱炭素創生の実現に向けて 
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f 資料４ 設立趣旨説明 
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g 資料５ 事業目標 
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h 資料６ 事業スケジュールおよび実施計画 
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(イ)議事録 
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② 第二回検討会 

(ア)検討会資料 

a 検討会次第 
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b 資料１ 委員名簿 

第一回検討会と同じ内容のため、割愛 
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c 資料２ 西条市中小企業等経営環境調査アンケート結果（抜粋） 

本アンケート結果については、本報告書との直接的な関連性が薄いため掲載は割愛 
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d 資料３ 報告書（案） 

本報告書が該当資料のため割愛 
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e 資料４ 今後について 
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(イ)議事録 
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